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新年明けましておめでとうございます。
平成18年の年頭にあたりまして、会
員をはじめ関係者の皆様に謹んで新春
のご挨拶を申し上げます。

さて、昨年を顧みますと、日本経済
は踊り場を脱して緩やかな成長局面に入り、設備投
資や個人消費などの国内需要は底堅く、企業収益の
回復や雇用状況の改善など少しずつ明るさをとりも
どしつつあります。これまでの外需依存体質から内
需の好循環が始まりつつあり、最近の株価上昇もこ
のような日本経済の自律回復を反映したものといえ
そうです。しかしながら、不安材料が消えたわけで
はなく、これまで日本経済を牽引してきた米国や中
国経済がそれぞれ不安定要因を抱えているのも事実
です。
また、エネルギー価格の高騰もその不安材料のひ
とつで、ＷＴＩ原油価格は一時70ドル／バレルを超
え、その後上げは一服傾向にあるものの、冬場の暖
房需要増に向け予断を許さない状況にあります。こ
のような石油をはじめとしたエネルギー資源価格の
ボラティリティの拡大という不安定要因は今後とも
強まるものと予想されます。
しかし、日本においては、今回の原油価格高騰は
過去の2度に亘る石油危機に比べその影響はさほど
大きなものではありませんでした。これは、石油危
機当時に比べ円高が進行したこととともに、その後
の石油代替電源の開発により石油依存度の低下が図
られたこと、省エネによりエネルギー利用効率の向
上がなされたこと等が大きく寄与しているといえま
す。
私どもの関心事である石炭の価格は、原料炭とく
に高炉コークスに用いられる強粘結炭の価格上昇は
あるものの、一時期上昇していた一般炭価格のスポ
ット価格は現在のところ弱含みで推移しておりま
す。原油高騰や天然ガスの需要増を背景として、石
炭はエネルギーセキュリティ他の面からも燃料ポー
トフォリオの中で重要な役割を担っていくものと思
われます。しかしながら、炭鉱開発は近年低調で推
移していることから需給ギャップの顕在化が懸念さ
れること、今後とも中国やインドなどで旺盛な石炭
需要が見込まれること、供給国の輸送インフラのボ

トルネック化など供給不安定要因の存
在が依然未解消であること等が懸念さ
れ、また、石炭取引の市場化の動きな
ど石炭を取り巻く環境は益々複雑化し
つつあります。なかでも、石炭の最大
の課題として環境面でのリスク、とく

に地球温暖化の問題があります。
地球温暖化問題に関しましては、ご存知のとおり
昨年2月に京都議定書が発効しましたが、日本にお
ける温室効果ガス排出量は90年比で7.4％増加（2004
年度実績）しており、第一約束期間における６％削
減の達成に向けて待ったなしの状況に追い込まれて
おります。石炭を長期に安定的に利用するためには、
石炭をエネルギー源として有効活用しつつ、環境負
荷を低減させるクリーンコール技術の開発・普及が
不可欠となります。また、今後、途上国において石
炭利用の拡大が進むことを考えれば、途上国へのク
リーンコール技術の移転普及はこの問題に大きく貢
献できるものと広く認識されるべきです。このため
の方策の一つとしてクリーン開発メカニズム
（CDM）がありますが、厳格なCDM審査ルールが
障害となりクリーンコール技術のＣＤＭ認定が図ら
れていないのが実情です。カナダのモントリオール
で開催された先の京都議定書締結国会議でも議論に
なったように、より柔軟で迅速なCDM運用が望ま
れます。
当センターにとっても昨年は大きな節目の年にな
りました。昨年4月1日に旧石炭エネルギーセンター
と旧石炭利用総合センターが統合され、石炭に関す
る上・下流分野をカバーする国内唯一の民間石炭関
連団体として新生石炭エネルギーセンターに衣替え
いたしました。ここ1年は従来にもまして、石炭に
関する技術開発、事業化の支援、技術の普及・移転、
人材の育成などの活動を推進してまいりましたが、
2年目となります今年は当センターの基盤を固め将
来の活動に向けた展望を図るための重要な年になる
ものと認識しております。
本年も会員の皆様のお役に立てる組織となるべく
努力いたしますので、当センターの活動により一層
のご協力とご支援を賜りますようお願い申し上げま
す。

新年のご挨拶

（財）石炭エネルギーセンター会長（電源開発㈱代表取締役社長）

中垣喜彦
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1．はじめに
経済産業省資源エネルギー庁資源燃料部石炭課で
は、平成17年11月11日（金）に、第一回石炭安定供
給施策研究会を開催した。本研究会は、平成16年6
月に中間報告を行った、クリーン・コール・サイク
ル（C3）研究会の基本的な施策方針を受けつつ、石
炭を巡る新たな動きに対応して、安定供給という目
標に絞った施策の方向性及び具体的な政策パッケー
ジの検討を行うために設置されたものである。本稿
では、本研究会開催にあたっての問題意識と、研究
会の概要をご紹介したい。

2．C3研究会報告書の概要
2．1 C3研究会立ち上げの背景

石炭は、我が国の一次エネルギー供給の約2割を
占めるだけでなく、セメントや鉄鋼等の原料として
も不可欠な資源であり、その安定的な供給を確保す
ることは、経済活動の基盤を支える上で重要な課題
である。日本国内の一般的な認識に反して、石炭は
原燃料としての有用性を保持し続けてきており、特
に1970年代以降に世界大の資源制約や石油・天然ガ
スの調達リスク等が認識されてからは、その供給安
定性・経済性に一定の評価が与えられてきたといえ

る。一方で、地球環境問題に対する関心の高まりを
背景に、石炭は環境負荷、とりわけ単位発熱量当た
りのCO2排出量が他の化石燃料に比べ相対的に多い
ことが問題視され、より一層の環境調和的な利用の
拡大が求められるようになった。こうした流れを受
けて、我が国の石炭政策の方向性を、2030年前後ま
での長期スパンを見据えて策定しようとしたのが、
C3研究会であった。

2．2 検討の視点

C3研究会において、中長期にわたり我が国石炭政
策の指針となる新しい石炭政策を検討するに際して
は、エネルギーを巡る情勢の構造変化を踏まえつつ、
以下の3つの視点を基本とした。
①アジア大のエネルギー安定供給・環境問題対応
エネルギー・環境問題は一国の枠を超える問題
であり、国際的な協力が不可欠である。石炭の需
給安定化と効率的・環境調和的利用をアジア域内
の共通の問題として捉え、対応策を検討していく
事が重要。
②2030年を見据えた中長期的な展望
エネルギー分野における技術革新や資源量の差
は、中長期的に各エネルギー源の位置づけを大き

経済産業省 資源エネルギー庁
資源・燃料部 石炭課

石炭安定供給施策研究会の
開催について

図1 新しい石炭政策の基本的考え方
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く変える可能性があるため、2030年を見据えた中
長期的な展望が必要。
③上流から下流までの総合的な取り組み
石炭の開発から利用までの一連の課題の最適な
解決を図るため、上流から下流まで総合的な取り
組みを展開していく事が必要。

2．3 新しい石炭政策の基本的な考え方（C3研究会

中間報告）

こうした視点を踏まえ、有識者による検討を重ね
た結果、昨年6月、中間報告「2030年を見据えた新
しい石炭政策のあり方」をまとめた。その中で、
2030年を見据えた新しい石炭政策は、安定供給の確
保、環境への適合、市場原理の活用、というエネル
ギー政策の基本的な方針の下に、①石炭利用に伴う
環境負荷の低減、②エネルギー源多様化の観点から
の石炭利用、③石炭の安定供給確保、という政策目
標を目指すこととした。そして、これらの政策目標
を達成するために、①高効率利用の促進、②環境負
荷物質の削減・活用、③新たな利用可能性の開拓、

④潜在供給力の拡大、⑤効率的な調達環境の整備、
の5項目を石炭政策の基本的な方向性とした。

2．4 C3イニシアティブについて

さらに、C3研究会中間報告の中では、「クリー
ン・コール・サイクル（C3）イニシアティブ」を策
定した。これは、先述のようなC3研究会の政策目標
や基本的方向性を実現していくための、具体的なア
クション・プログラムである。
C3イニシアティブは、①石炭利用の最大の課題た
る環境負荷の克服等に向けたクリーン・コール・テ
クノロジー（CCT）開発・実証・普及の推進、②石
炭の最大の魅力たる価格の低位安定性の維持・強化
に向けた環境整備、③あらゆるアクションの土台た
る政策実施のためのインフラ整備、という3つの柱
を設定し、それぞれについて更にブレイク・ダウン
した施策メニューを提示している。このC3イニシア
ティブの進捗については、C3研究会中間報告の後も
フォローアップを行っていくこととされた。

クリーン・コール・サイクル（C3）・イニシアティブ 

ゼロミッション 
の実現に向けた 
革新的なCCT 
開発の推進 

迅速な需給調整の図られる 
柔軟で強靱な 

石炭需給構造の構築 

石炭利用の最大の課題たる 
環境負荷の克服等に向けた 
CCT開発・実証・普及の推進 

あらゆるアクションの 
土台たる政策実施のための 
インフラ整備 

安定調達の確保に向けた 
多様なリスク管理方法の確率 

国際的なエネルギー・環境 
問題対応の基盤となるアジア大の 

石炭ネットワークの構築 

政策効果の最大化に向けた 
体制の効率化・政策評価の徹底と 

広報の強化 

石炭ガス化を 
核とする多様な 
CCTモデル実証 

の展開 

環境と経済の 
両立を図る 
内外へのCCT 
の普及促進 

石炭の最大の魅力たる 
価格の低位安定性の維持・強化に 
向けた環境整備 

図2 新しい石炭政策のアクション・プログラム

3．石炭政策の新たな課題と石炭安定
供給施策研究会について

3．1 最近の資源エネルギー市場の動向

C3研究会の中間報告の後も、石炭政策を取り巻く
環境には重要な変化が起こってきている。
まず、資源エネルギー市場全体の変化が挙げられ
る。ここ数年、原燃料の国際的な需給逼迫と価格高
騰が起こり、とりわけ原油価格の高騰が経済全体に
も影響を与えている。それによって、各国政府や民
間セクターは、原燃料の確保や市場動向に対してセ
ンシティブな対応を取るようになってきている。一

方で、例えば原油市場においては、市場の不確実性
の高まりや探鉱・開発環境の困難化などから、油価
高騰を背景とした豊富なキャッシュフローにも関わ
らず、必ずしもの原油生産の川上投資が十分になさ
れていないとの指摘もある。従って、いくつかの原
燃料については当面、その需給ギャップが継続する
可能性が高く、こうした需給構造及び関係主体の認
識の変化は、結果として、資源エネルギー市場にお
けるルール・オブ・ゲームを変質させる可能性もあ
るだろう。
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3．2 石炭市場の動向と課題

こうした、近年の資源エネルギー市場の動向は、
石炭の有用性を見直す機運を高めている。そもそも
一般に、石炭はその経済性や豊富な資源量、地域偏
在性の少なさに比較優位があるとされていたが、原
油をはじめとする原燃料価格の高騰が国民生活に影
響を与えつつあることで、原油等に比較して価格が
安定している石炭への関心が高まっているのであ
る。エネルギー価格全体の高騰は、石炭利用にかか
る環境負荷低減のための技術の利用可能性を、コス
トの面から広げ得るという事実も、認識しておくべ
きだろう。
同時に、国際的な石炭市場の動きにも注目する必
要がある。近年の石炭市場においては、中国等の新
興経済国の経済発展に伴って石炭需要が増加してい

る一方で、中国国内の保安管理等を理由とする炭鉱
閉鎖の影響や、豪州のインフラ整備問題等の事情が
重なり、短期的な需給逼迫と価格上昇が起こった。
また、良質な原料炭に関しては、その確保が鉄鋼等
の製品の競争力に直結するにも関わらず、一定の希
少性から中長期的な需給ギャップが生じる懸念もあ
る。
こうした問題の背景には、各国の需給動向のみな
らず、産炭国政府の規制・政策や制度の透明性の問
題、国際的な市場環境整備に関する課題等があるこ
とも、指摘しなくてはならない。石炭市場全体に関
する限り、当面の需給ギャップは緩和の傾向が見え
始めているが、今後の供給リスクやボトルネックに
対する備えには課題を残しているといえよう。

世界のエネルギー需要の現状と見通し 

■世界のエネルギー需要は、アジアを中心とする発展途上地域におれるエネルギー
需要の急速な伸びにより、2030年には2002年比で60％増加する見込み。（全体
の伸びの約46％は、アジア地域） 
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世界の石炭（ハードコール）生産動向 

■世界の石炭生産量は1990年以降増加を続け、2000年以降の生産伸び率はさら
に上昇しているが、中国要因が大きく影響している。 
■中国と米国の2カ国で世界の6割を生産、上位生産国は地理的に分散している。 

世界の石炭需要・貿易見通し 

■世界の石炭需要は、2003年約50億トンから2025年には約75億トン（現在の約1.
倍）に増加する見通し（基準コース） 
■2004年に出された見通し（IEO2004、WEO2004）に比して、石炭需要は大幅に
上方修正されている。 
■世界の石炭貿易量は、2003年の約6.5億トンから2025年には8.8億トンに増大す
る見通し。また、日本の石炭輸入量は、今後も引き続き世界第１位となるが、石炭
貿易量に占める比率は約25％（2003年）から約19％（2025年）に低下すると見
込まれている。 
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3．3 石炭安定供給施策研究会の趣旨と今後の検討

について

こうした情勢を受けて、経済産業省資源エネルギ
ー庁資源燃料部石炭課では、石炭安定供給施策研究
会を立ち上げること決めた。その問題意識は、最近
まで、一定のコストを支払えば手に入る状況があっ
た石炭という資源の確保について、関係者間で新た
な環境変化の認識を共有し、今後のリスク要因やボ
トルネックに対する準備・対応を官民の役割分担も
踏まえて協調的に行っていくべきではないか、とい
うものである。その際には、上流から下流までを一
体として捉え、狭義の個別的な石炭確保に留まらず、
制度・市場環境整備や技術の開発・普及を含めた政
策のベストミックスを検討する、という視点が重要
になる。本研究会においては、C3研究会中間報告の
政策目標と基本的な方向性を保持しつつ、特に石炭
の安定供給の確保という政策目標を、近年のエネル
ギー市場及び石炭市場の構造変化を踏まえて再考し
たうえで、現在の課題とそれへの具体的対応策を検
討していきたい。
具体的には、以下のような論点について検討を重
ねていく。
①2030年前後までの長期的なエネルギーを巡る情勢

変化を見据え、最近の国際エネルギー市場及び石
炭市場の動向を踏まえた上での、安定供給確保と
いう政策目標の再定義。
②従来の安定供給施策の目標や実績に関する検証と
評価。
③各国における今後の石炭の需給動向・市場環境や
政策・制度の変化を念頭に置いた、今後の安定供
給に関わる具体的課題の抽出と、それに対応した
新たな安定供給施策の方向性・政策パッケージの
検討。
今後は、平成17年度末を目処に、4回程度の研究
会を行い、報告書を取りまとめていく方針である。
関係者の皆様からの積極的、建設的なご意見を期待
したい。なお、研究会の資料等については、以下の
サイトにて公開する予定にしている。
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/commit15.
htm

長期契約とスポット契約の価格比較 

■長期契約価格とスポット契約価格の差は、スポット契約比率の高い欧州の方が、
日本よりも小さい。 
■欧州のスポット契約比率が我が国より高い理由としては、電力分野の自由化が進
展しており、発電事業者が売電価格、燃料価格次第で燃料シフトや発電休止等を
行うことや、石炭火力が我が国のようにベース電源ではなく、ミドルからピーク対応
であること等が考えられる。 
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1．はじめに

現在、石炭利用技術のなかで21世紀の中核技術に
位置付けられている石炭ガス化に関する今後の世界
的な事業化動向を展望して、今後の日本のガス化技
術開発の一助になればと思い情報を整理した。今、
なぜ　石炭ガス化が注目されているのか？　石炭が
有する他の化石燃料に比較して不利な点即ち生産量
当たりの二酸化炭素発生量が多い点に対する対策技
術の核となるべく期待されているのがガス化技術で
あるからである。現在、石炭利用の主力は石炭燃焼
方式のPCであるが、その排ガス中の二酸化炭素を回
収して固定するには物理吸収・化学吸収法により回
収・固定化することが想定されている。しかしなが
らCO2回収を含めて経済性を比較すると現在開発中
の酸素吹きガス化による発電方式によるCO2回収の
方が経済的に有利と一般には言われている。
但し、ガス化技術は、一般的に普及しているPCと
比較すると経済性において低品位炭に対する感度は
より悪い方向に動くとの報告もあり常に日本のよう
な状況では使用石炭を想定した開発が必要なことは
言うに及ばない。

以上のような背景から世界各国でガス化を中心に
CO2回収・固定化のプロジェクトが提案され現在、
設計中、スキーム構築中まで米国を中心に鋭意検討
中である。一方、中国においては石炭ガス化技術を
電力用ではなく化学用として欧米の技術導入スキー
ムによりその開発・事業化が進められている。
本稿は、CO2回収・固定化の核になるであろうガ
ス化技術を使用した米国の石炭利用技術の事業化に
関する動向レポートである。

2．石炭ガス化技術開発

事業化の進展を述べる前に石炭ガス化技術開発の
過去と現在をみる必要がある。ここでは米国とEU
で進められたIGCC実証機の開発経緯1)2)を記載す
る。代表的なプラントは4つである。ガス化炉は
2000～2700t/dの規模で何れも気流層法(高温ガス化
法)であるが、バーナ配置法や炉壁構造等はそれぞれ
異なる。2002年度までの稼動実績と2002年度のガス
化/ガス精製に係わる主な障害事項を図1、図2に示
す。

（財）石炭エネルギーセンター

企画調整部長新井康夫

米国の石炭ガス化事業化動向について

図1 IGCCの稼動実績の変動



Texaco炉（現在GE ENERGY）はこれまで1000t/d
IGCCの経験を含め多くの商用実績がある。E-gas炉
(旧Dow炉)は2400t/dの実績がある。Shell炉はこれ以
前に150t/dと250t/dパイロットプラントで多様な試
験を実施した。またPrenflo炉(現在Shellに統合)も
150t/dと50t/dのパイロット試験を経ている。図1か
ら、商用や大型炉の実績を持つものでも試運転開始
から狙った稼動実績を築くまで3～4年かかる、とい
うことがわかる。IGCCは多くの要素技術が統合され
たものなので、これらの主な原因には統合プラント
の経験が少なかったという点がまず挙げられる。ま
た腐食や割れ等、長時間使用に伴う障害が生じた。
しかし、実績と異なった機器仕様を採用したり大型
設計の不備等もあった。
また図2の障害例には灰やスラグの問題が多く見
られる。これらは基礎段階、パイロット段階で生じ
ており、またその時点で克服されたはずである。大
型化に伴う新規な課題の摘出や長時間使用による障
害の対策はそれ自体”成果”と言えるものであるが、
灰障害のような気流層ガス化炉にとって基本的な事
象がなぜ再発したのか、これから大型化・実用化を
目指すわが国にとってはよく調査・分析しておく価
値がある。図2には記載していないが、あまり語ら
れない米国Pinon Pine IGCCプロジェクトにも触れて
おこう。
このプラントは1998年1月に運転が開始されて以
来、3年間で実質18回の起動だけで終わった。起動

時の急速温度上昇によるガス化炉耐火材の破損及び
脱塵系の不具合が主要原因とされる1)。ガス化炉は
噴流型の流動層で、1972年ごろから研究が始められ
た。15～30t/dの装置で8000時間以上の運転がなされ、
大型化cold model試験を経て880t/d のIGCCに臨んだ
ものである。なぜこのような悲惨な結果となったか、
これも他山の石とすべきであろう。
現在数十万KW級のIGCCが実証段階を終えた。学習
効果により石炭ガス化炉の設計・エンジニアリング
力は向上し運転know-howは大いに蓄積されたと思わ
れるが、もとより完成されたものではない。開発の
投資効果を上げるためには学習意欲をいっそう強く
することが重要である。また、超長期に渡る開発で
は技術や設計がうまく伝承されていないことが懸念
され、それを排除する仕組みを形成することも大切
であろう。

3．IGCC発電の動向

以上の開発背景に基づき現在米国では数々のIGCC
が計画されている。全て燃料は米国内の石炭を主燃
料に設計されている。図3にあるように2025年まで
の新設・既設更新含めて73GWの計画がありその中
で17プラントのIGCCが計画されている。このIGCC
が現実化するためには技術の成熟度とともに国の政
策・今後の環境規制動向等に左右される。全体的に
みて米国のなかでも石炭生産州とそれ以外の州では
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図2 IGCCのガス化・ガス精製工程における障害例2）-2002年-
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姿勢は異なる。
例えばWISCONSIN州ではWE_ENERGIESが

1800MWの既設拡張プロジェクトにおいて2002年初
頭に同じサイトで同じ容量（600MW）で同じプロジ
ェクト条件でPCとIGCCの建設許可を申請した。特
に、環境排出量　例えばSO2、NOx等の年間排出量
が同容量のプランとで比較してIGCCの方が年間6500
トン軽減される見通しを示し、この環境負荷を経済
性に変換すれば初期コストで10%程度高価なIGCCに
も採用が傾くべきであった。しかしながら連邦およ
び州のEPAは、本プロジェクトは新設ではなくした
がって新設に関わる環境ペナルティ・ルールは適応
されないとした。したがってWISCONSIN州公益事
業委員会は、IGCCを不経済でコスト競争力のないも
のとしPC技術を許可した。
それとは対象的に石炭生産地の中西部では発電計画
者は、予想される資本費増大にも関わらず最新の
IGCCへ傾注し始めている。彼らが考えていることは、
たとえIGCCが他のCCTと比較して資本費増大して
も石炭利用に関わる排出量削減に対してわずかな投
資と判断している。このIGCCがもつコスト不利を
調整するために商用IGCCを計画する電力・開発者
に十分な財政支援を州政府は用意している。良い例
は、ILLINOIS州のSTEELHEADである。この計画で
は600MWの発電と95MCFの合成ガスを製造する。
本計画は、E-GAS技術に基づき詳細設計段階で州か
ら2.5M$のグラントを受けている。

MINNESOTA州は、ILLINOIS州よりもさらに積極的
にIGCC建設に対する財政支援を行っている。最近
可決した法案によればMESABA IGCC計画に関し
て地元の電力へのPPAを開発者に対して保証してい
る。また、2005年5月にINDIANA州は100%地元の石
炭を使うIGCCに対してガス化技術投資税制控除案
を法制化した。控除額は対象プラントの最初の
500M$に対して10%、残りは5%控除である。3）

このように米国の場合、州によって特に石炭生産地
とそれ以外では対応に大きく違いがある。そのなか
で今後のIGCC普及に対して大きな影響力をもつ米
国最大の電力AEPの計画は注目される。AEPは、彼
らの営業地区で複数のIGCC建設計画を発表した。
これに関してGE/Bechtelの標準機を採用するリード
ユーザーになるようである。彼らは、IGCCとPCと
の資本費におけるGAPを取り除き、付加的な技術リ
スクを緩和する必要（補助金）があると言っている。
また、AEPは、規制当局からの保証なしにIGCC建設
計画は進展しないし、さらに普及させるためには税
制優遇策及び加速償却を要求している。最近のかれ
らの発表ではIGCC技術供給者としてのパラダイム
変化（GE参入）によるプラント保証体制によるリ
スクヘッジに対する利点と規制当局によるIGCC財
政支援など支持する動きがある反面、プラントの信
頼性に関する過去のプラントの運転実績、またはPC
と比較してプラントコンポーネント増加による運転
信頼性の低下に対する見極めなど意思決定に関して
まだまだ問題が多いと言われている。

図3 米国の発電分野における石炭の復活
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さらに、現在の規制環境ではIGCCのライフサイ
クルコストは、競争力はないと判断している。但し、
もしもライフサイクルにCO2を変数に組み入れるな
らば競争力もあるとの答えである。
コストに関して簡単に触れておくと図4にあるよ
うにIGCCの経済性は石炭炭種に大きく影響される
ため東部炭の瀝青炭の計画が多い。また、プラント
コストに関しては図5にあるようにPCは20年前に比
較すると環境設備（脱硫設備等）の付加等コストが
50%ほど増える方向である。一方、IGCCは1984年の
COOL WATER プロジェクトを皮切りにその後の
本格的IGCCの実証機導入によりコストは低下して
いるのが見て取れる。図5にあるように米国では
IGCCもPCも将来は1200$/kW程度の建設費で収斂す
るかもしれない。
最後に、米国のIGCC計画の動向を見てきたが、
開発は20年以上の歳月が経過したにも関わらず未だ
商用化されたIGCC（補助金なしの）は、存在しない。
日本においても同様の歳月は経過しているが完全な
商用機は存在しない。それでも米国と日本の開発の

違いはその規模にあるけれども、もっと重要な差が
あるように感じた。それは技術情報に関するオープ
ン差、特に失敗に関する公開の姿勢である。米国は、
日本以上に知的財産権利に関して厳格であるが、そ
の反面、実用化、商用化の断面ではその規制は弱い
ように感じる。一方、日本では最近、米国並みに知
的財産権利を厳格化している。ここには知的財産保
護強化と技術の普及との間の難しい問題が横たわっ
ているように感じる。マイクロソフトのようにその
シェアが圧倒的であれば普及と保護は関係ないが、
技術が競争状態の場合には普及と保護は、相矛盾す
る事項であるように感じた。もっともガス化のもう
一方の発展国、中国が技術保護と普及に関して別の
ルールを作る可能性はあるが？その時日本の状況は
如何なる状況であろうか？

参考文献

1）U.S.DOE, Clean Coal Technology Programs : Project

fact Sheets 2003, Oct.2003

2）Proceedings of 2002 Gasification Technologies

Conference, San Francisco, Oct.27-30, 2002

3）GAS TURBINE WORLD: July-August2005

図4 石炭火力発電設備の設計における石炭品質の影響

図5 IGCCとPCのプラントコストの推移
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1 はじめに
IEA Clean Coal Centre （IEA/CCC）では、石炭資源
やクリーン・コール・テクノロジーに関する様々な
調査活動を行っており、数多くの報告書が刊行され
ています。これらのレポートは、石炭に関連した業
務や研究に従事されている読者諸氏にとって、必ず
やお役に立てると考えますので、ここでIEA/CCCの
活動や刊行されている報告書の検索の仕方等につい
て紹介させていただきます。

IEA（International Energy Agency : 国際エネルギー機
関）は、第1次石油危機を契機として、石油を中心
としたエネルギーの安全保障の確立を目的に設立さ
れた機関で、その下部組織のひとつであるIEA/CCC
は石炭の生産・輸送・効率的な利用等に関する様々
な情報提供を行っています。
現在、IEA/CCCには、国レベルではオーストリア、
カナダ、イタリア、日本、韓国、スウェーデン、英
国、米国、ＥＣの8カ国1機関と８つの団体（スポン
サー）が参加しています。また、ドイツが国レベル
での参加を決めたのに加えて、スペイン等も参加を
検討しています。日本側はNEDOが代表機関として
参加しています。

年２回執行委員会（Executive Committee）が開催
され、参加国あるいは参加団体の承認、毎年実施し
ている調査の選定、調査の進捗状況報告、予算の審
議等が行われます。今回は10月27、28日にロンドン
で行われました。
また、本年はCCT2005（2nd International Conference
on Clean Coal Technologies for our Future, イタリア）や
ICCS&T2005（International Conference on Coal Science
and Technology, 沖縄）などのコンファレンスも主催
しています。

2 石炭に関する情報の提供
前述のように、石炭に関する調査ならびにその情
報提供がIEA/CCCの主な業務です。調査の範囲は、
各国の石炭資源やその性状、石炭需給、利用技術
（クリーン・コール・テクノロジー）、石炭の利用に
係る環境問題等、石炭に関する項目が幅広く網羅さ
れています。

下記のURLを入力してIEA/CCCのホームページにア
クセスしてみてください（図1）。

http://www.iea-coal.org.uk/

Reports（図の丸の部分）をクリックすると、報告書
のページに移動できます（図2）。

報告書は12のフォルダに区分されて、それぞれの
フォルダをクリックすることにより、報告書のタイ
トルが表示されます。各フォルダの名称とそこに納
められている報告書の数を下記に示します。
Coal markets 14報
Coal properties and analysis 14報
Coal supply prospects 18報
Combustion & other utilization 28報
Emissions and effects 16報

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構

環境技術開発部矢内俊一

図2 報告書のページ

図1 IEA/CCCのホームページ

IEA Clean Coal Centreの
活動について
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Environmental policy 7報
Greenhouse issue 19報
Mining, production & preparation 13報
Pollution control technologies 28報
Power generation 36報
Residues and water quality 14報
Transport and handling 6報

現在（2005年12月12日）、213の報告書のタイトル
と概要が掲載されています。フルレポートについて
は有料ですが、このホームページ上から注文できま
す。また、下記の代理店を通して購入することも可
能です。
光洋書株式会社
〒160-0002 東京都新宿区坂町26－21
電話：03-3353-5201
FAX：03-3353-5203

3 Technology of Coal
Utilisation Compendium

世界中の石炭技術者・研究者の英知を結集して
Chemistry of coal utilizationの改訂が行われています。
タイトルはTechnology of coal utilization compendiumで、
我が国も（社）日本エネルギー学会を通じて石炭液
化の章を担当しました。本書は図書としては発行さ
れず、下記のホームページから参照する形で公開さ
れます（図3）。未だ進行中で、全ては参照できませ
んが、既に一部の章はアップロードされています。

http://www.coalonline.info/

図3のBrowse contents of Coal Online（四角の部分）を
クリックするとその目次が表示されます（図4）。
現在のところ、下記の9つの章がアップロードさ
れており、残りの章についても、今後、順次掲載さ

れる予定です。

Studying the structural chemistry of coal
Coal resources
Green house gases －emissions and control
Trace elements －occurrence, emission and control
Effects of coal ash on combustion systems
Coal preparation
Utilisation of slags, ash and residues
Transport, storage and handling of coal
Carbon products and organic chemicals from coal

HTMLバージョンについては、無料で全文を閲覧
することができます。PDFファイルでの入手を希望
する場合は有料ですが、オンラインで購入すること
ができます。

4 G8サミットへの対応
2005年7月に開催されたG8サミット（グレンイー
ダルズサミット）において取りまとめられた行動計
画において、石炭等の化石燃料による発電をよりク
リーンで効率的なものとするよう努力することが述
べられており、具体的な作業として、IEA/CCCなど
にタスクアウトされています。今後、執行委員会に
おいて、具体的な作業方針が決められることとなり
ますが、調査やワークショップの開催が計画されて
います。

5 おわりに
このように、IEA/CCCでは、さまざまな調査活動
が行われております。これらの報告書やTechnology
of Coal Utilisationを積極的に活用していただいて、読
者諸氏の研究・開発が少しでも効率的に進む一助と
なればと考えております。

図3 Technology of Coal Utilisationのホームページ

図4 Technology of Coal Utilisationの目次
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石炭は我が国の一次エネルギーの20%を占め、今後も電
力を中心に需要は増加すると見込まれているが、その石
炭のほとんどは輸入炭で、専ら灰分や硫黄分の低い高品
位な瀝青炭が主に使われている。一方、褐炭や亜瀝青炭
などの低炭化度炭（低品位炭*1）は、石炭全体の半分程
度を占める豊富な資源量を有しているが、これらの低品
位炭は高水分のため発熱量が低く、また乾燥すると自然
発火性を発現することから長距離輸送や長期貯蔵に適し
ておらず、現状では生産地域での生炊き発電等のエネル
ギー源としての利用に留まっている。しかし、低品位炭
の中には、瀝青炭と比較して水分量が高いものの、低灰
分、低硫黄等の環境面からは良好な性質を持つものも多
い。また、一般的に低品位炭は地表近くに埋蔵している
ため、剥土比が低く露天掘りが可能で、経済的にも有利
な条件で採掘できる資源を多く有している。
近年、中国等では自国のエネルギー需要の増加に伴い、
石炭消費量が急速に増大しており、将来的には瀝青炭の
輸出余力が低下することが懸念されている。従って、我
が国が今後とも安定して石炭を輸入し続けるためには、
瀝青炭の開発のみならず、低品位炭を改質して高品位化
し、有効に利用することが必要となる。また、低灰分、
低硫黄の低品位炭をベースにした改質炭の有効利用によ
り、我が国内で顕在化しつつある捨て灰地の枯渇問題等
に対しても、その延命作用が期待できる等、環境対策効
果も大きい。
【*1：低品位炭には高灰分、高硫黄分の低品質炭、高水分
の低炭化度炭があるが、一般的には低炭化度炭を低品位
炭とする事が多い】

2 UBCプロセス

（1）プロセス概要

高水分のため発熱量が低く、また乾燥すると自然発火性
を発現する褐炭、亜瀝青炭等の低品位炭を、脱水・改質

して有効利用するため古くから各種の技術が開発されて
きたが、処理条件等により蒸発法、非蒸発法、機械的脱
水法等があり、蒸発法の一つに日本で開発されたUBCプ
ロセスがある。
UBC（Upgraded Brown Coal）プロセスは、60%以上の水分
を含有する豪州褐炭の液化プロセスの前処理プロセスと
して開発されたスラリー脱水法に基づいており、油スラ
リー中で石炭中の水分を蒸発分離することを特徴として
いる。
プロセスは次の工程から構成されている（図1のプロ
セスフローを参照）
①スラリー調製工程
粉砕された原炭と軽質油（循環溶剤）および少量の重質
油（アスファルト等）を混合しスラリー化する。
②スラリー脱水工程
スラリーを加熱し石炭中の水分を油中で除去後、石炭表
面等に重質油が吸着し、脱水・改質・安定化する。
③油分離・回収工程
改質後の石炭から軽質油を分離・回収し、回収油は循環
する（改質炭は粉状で得られる）。
④成型工程
粉状の改質炭を成型する（山元以外で使用する場合の輸
送のため。山元発電等の場合には成型せずに直接利用す
ることが可能）。
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図1 UBCのプロセスフロー

UBCプロセス（低品位炭改質技術）

&石炭エネルギーセンター 技術開発部

大高康雄
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この他に前処理として石炭の粉砕工程が必要となる。
UBCプロセスの主な特徴は以下の通りである。
■　脱水条件が穏和(140～180℃、350kPa)なため化学反応
が起こらない。このため廃水処理が容易。

■　分離された水分（蒸気）の潜熱を利用することによ
るエネルギー消費量の低減。

■　アスファルト等の重質油が多孔質な低品位炭内部の
細孔に吸着し石炭性状を安定化し、自然発火性を抑
制。
石炭からの脱水後に、低品位炭内部の細孔へ吸着す
るため、比較的低い温度、圧力での操作が可能とな
っている。図2に、この脱水、重質油吸着の状況を
簡略化して示した。

図2 UBCプロセスの原理

（2）各種改質技術の比較

石炭は石油等の他のエネルギーに比べ、資源量が豊富
で低価格であるため利用量が増加している。このため低
品位炭の有効利用を促進するためには、改質コストが低
いことが望まれる。図3に代表的な改質技術の処理条件を
示したが、一般的には温度、圧力等の処理条件が厳しい
ほど処理コストが高くなる。フライスナー法やHWD法な
どの非蒸発法は処理圧力が高いこと、蒸発法のうち熱改
質処理によるエンコール法、シンコール法は処理温度が
高く、熱分解や部分酸化等を伴うため収率も低いことか
ら、大規模な商業化に至っていない。一方、温度の低い
蒸発法は処理コストを下げる可能性があるが、水分の蒸

発潜熱が高いためにエネルギー消費が大きいことや、製
品に自然発火性があるためハンドリング上の問題がある。
UBCプロセスは、処理条件が最も穏和であるとともに、
蒸発潜熱を利用することによるエネルギー消費の削減や
重質油の吸着による製品の安定化を図ることで、従来の
蒸発法の欠点を克服し、処理コストの低減を図っている。

3 開発状況

（1）プロセスの確立－BSU等による基礎研究

UBCプロセスは1980年代に実施された豪州褐炭液化プ
ロセスの前処理に由来しており、90年代前半に、オート
クレーブを用いてプロセス概念を構築し、90年代後半に
は0.1t/dBSUによるプロセス実証を実施した。当初は、豪
州ビクトリア褐炭を対象としたが、脱水改質、製品性状
や燃焼性評価等の技術面では成功したものの、65%の高水
分による脱水コストと豪州ビクトリア州内部から日本ま
での輸送費に問題があり、実証段階には至らなかった。
その後、対象炭をインドネシア低品位炭に変えて検討を
行った結果、適応可能性が大きいことが明らかになった。

（2）技術の実証－3t/d連続装置による日本／インドネシア

共同研究事業

インドネシアはアジア・太平洋地区の石炭輸出国とし
ては豪州、中国についで多く、インドネシア国内でも石
炭は主要なエネルギー源となっている。インドネシア炭
は低灰分、低硫黄のため日本においても利用が増加して
おり、重要な石炭供給国である。しかし、現在のインド
ネシアでは、良質な瀝青炭を主体に生産しているが、図4
に示すようにインドネシアの石炭の59％が褐炭で、27％
は亜瀝青炭となっており、瀝青炭は14％程度に過ぎない。
インドネシアは2004年には石油の輸入国に転じたことも
あり、エネルギー政策上、これらの低石炭化度炭の有効
利用は重要な課題となっている。このため、インドネシ
ア政府は、従来から政府間石炭協議において低品位炭改
質技術の導入を希望していたこともあり、UBCプロセス
を適用した共同研究を実施することになった。

図4 インドネシアの炭種別資源量

①事業概要
本事業は、2001年7月にJCOALとインドネシア政府エネ図3 各種改質プロセスの処理条件
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ルギー鉱物資源省研究開発庁との協定書締結により開始
され、2004年度までの4年間に渡り実施された。本事業で
は、(a)連続装置建設、運転による技術の実証、（b）商業
化F/Sを行い経済性の確認、（c）製品評価試験による需
要先の確保を目標とし、この目標達成のため、（a）25～
50%の高水分で5000kcal以下の低品位炭を改質し、平衡水
分5％以下、6500kcal程度の瀝青炭同等の石炭に変換、（b）
改質コスト10$/t以下の経済性、（c）製品炭の自然発火性
等のハンドリング性や燃焼性が瀝青炭同等以上等、を具
体的な数値目標に設定した。

②プラント設備および運転内容
改質プラント（図5）は原炭処理量5t/d（製品基準3t/d）

の規模であり、平成15年9月末に完成後、試運転、実証
運転を平成16年12月まで実施し、水分の異なる5炭種を
用いて連続運転を計13Run行った。
プラントの運転では試験した5炭種全てについて、安
定運転が可能であり、得られた改質炭も当初目標を達成
していることが確認された（表1）。また各工程、機器の
エンジニアリングデータ等を取得し、大型プラント設計
等へ反映させた。

③製品評価
燃料開発の場合、製造技術確立に加えて製品評価が重
要となる。本事業ではプラント製品炭について自然発火
性等のハンドリグ性、燃焼特性を検討した結果、いずれ

図5 3t/dプラント　左：建家、右：プラント本体（建家内）

図5 3t/dプラント　左：建家、右：プラント本体（建家内）

表1 プラント運転結果概要（原炭、改質炭の性状）

表2 製品評価試験結果概要



JCOAL Journal 16

も現状利用されている豪州等の瀝青炭同等以上であるこ
とが実証された（表2）。このうち、自然発火性の試験は
窒素下50℃に昇温後、酸素に切り替え150℃に到達するま
での時間を測定したが、比較用の瀝青炭として使用した
発電所等で実績のあるハンターバレー炭およびKPC炭に
比べ、改質炭は150℃への到達時間が長く、自然発火しに
くいことがわかった（図6）。
燃焼試験の結果では、改質炭はNOx濃度が瀝青炭に比べ
低く、また良好な燃え切り性を有しており、低NOx燃焼
条件下でも未燃分をほとんど排出しない優れた燃焼特性
を示した（図7）。

図6 自然発火試験結果

図7 燃焼く試験でのXOx、未燃分発生量

④経済性等
プラント運転から得られたデータ等により商業規模

（5000t/d）の経済性検討を行った結果、当初目標である
10$/t以下を達成できることが確認された（図8）。さらに、
水分38%の褐炭の改質炭を山元発電で利用することによ
り、単位電力量あたり約13%のCO2削減効果があることが
明らかになった。

⑤事業のまとめ
本事業では、低品位炭改質技術であるUBCプロセスの
連続装置化における技術の実証、大型化のためのエンジ
ニアリングデータ取得、技術の実施可能性を評価する経
済性検討、需要先確保のための製品評価を実施し、UBC

プロセスの実用化可能性があることが実証された。また、
セミナー、国際会議等での成果普及を積極的に行ったこ
とにより、インドネシアでは低品位炭改質技術＝UBCと
言われるまでになっている。

4 今後の展開

インドネシアの瀝青炭を主体とする現状の露天掘の生
産は2010年程度でピークを迎え、その後は坑内掘への移
行が進むと予想されている。このため、低品位炭資源を
保有するインドネシアの石炭会社はUBCプロセスの適用
をすでに検討している。一方、本技術は改質炭基準で
3t/d処理の小型連続装置での技術実証を終えた段階であ
り、今後実用化を図るためには、商業化規模へのスケー
ルアップのための数100t/d程度の大型実証プラントの建
設・運転を実施することが必要となる。従い本技術は
2010年頃を目処に実用化されると見込まれ、5000t/d規模
の商業プラントが運開可能となる。
世界的にみて低品位炭は現状ではローカルエネルギー
としてのみの利用であり、インドネシアにおいても未利
用エネルギーの域を出ていない。本事業の成果に基づき、
インドネシア政府エネルギー鉱物資源省は、現状の高品
位な瀝青炭資源が今後減少していくことを考慮し、2010
年頃以降に5000t/d程度の商業プラントによる低品位炭改
質事業を展開し、2020年までには低品位炭2550万トンを
改質し市場に供給することを計画している。
本技術の実用化主体は、低品位炭資源を保有する石炭
会社となる。また、高品位炭の需要増加による市場価格
の高騰から、低灰分、低硫黄の環境特性に優れ、経済的
な改質炭には、我が国の関連企業の投資も期待できる。
また、本技術はインドネシア以外の米国、豪州、中国、
インド等の他地域の低品位炭にも適用可能であることか
ら、本技術により低品位炭を有効利用するとともに、国
際商品化が可能となる。従って、石炭資源の半分が低品
位炭であることを思えば、本技術による新規のエネルギ
ー源としての市場創出効果は大きいものと言える。

図8 UBC処理コスト



1．はじめに

石炭ガス化技術は世界的に見て商業化の域に達している
が、その目的が石炭をガス化して合成ガスをつくりアンモ
ニアや化学原料を製造する場合と、石炭ガス化複合サイク
ル発電（IGCC）システムを実現する場合とでは異なって
いるようである。すなわち、前者は昨今の中国での数々の
導入実績及び計画が見られるように完全に商業化が達成さ
れていると考えられるが、後者のIGCCは世界でいくつか
のプラントが商業運転されているものの、それらは元々国
などからの補助金を得て実証運転をした後、商業ベースで
運転されているものであり、完全な商業化とは言えない。
現在、米国で2010年頃運転開始のいくつかのIGCCプロジ
ェクトが計画されているが、いずれも国の支援を得て実現

しようとするものである。
このような状況を踏まえて、2005年サンフランシスコガス
化会議と2004年に米国DOEが世界のガス化の実態を調査
した結果（2004 World Gasification Survey）の中の石炭ガス
化に焦点を当てて、世界の石炭ガス化技術の最前線を概観
する。（図1）

2．サンフランシスコガス化会議に見る
世界ガス化技術の動向

2005年10月9～12日において、Gasification Technologies
2005 Conferenceがサンフランシスコで開催された。石炭ガ
ス化技術は世界各国で実用の域に達しているが、IGCCは
もう一つ完全な商業化に至っていない状況のように思われ
る。それは、米国において2010年運開に向けて何件かのプ
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石炭ガス化技術最前線

&石炭エネルギーセンター 事業化推進部

工学博士原田道昭

特　徴 

型式；加圧噴流床ガス化 

供給方式；スラリーフィード 

　　　　  （炉頂単一ノズル） 

長所；コンパクト、圧力範囲大 

短所；冷ガス効率がやや低い 

　　  （酸素使用量が多い） 

　　　適用炭種の制約 

　　　炉材、ノズル寿命が短い 

　　　単機容量小 

型式；加圧噴流床ガス化 

供給方式；ドライフィード 

　　　　　（対置複数ノズル） 

長所；冷ガス効率が高い 

　　　Syngas収率大 

　　　適用炭種の制約少ない 

　　　単機容量大 

短所；滞留時間長く炉容大 

　　　熱回収・ガス精製設備大 

型式；加圧噴流床ガス化 

供給方式；ドライフィード 

　　　　　（炉頂単一ノズル） 

長所；ノズル寿命が長い 

　　　褐炭、バイオマス、廃棄

　　　物等のガス化実績保有 

型式；加圧固定床ガス化 

供給方式；塊炭ドライフィード 

　　　　（炉頂ロックホッパー） 

長所；石炭前処理が簡易 

　　　酸素使用量が少ない 

短所；Syngas収率が低い 

　　　（CH4、Tar分が多い） 

　　　排水処理費が高い 

　　　炭種の制約大 

 

図1 商業化されている欧米のガス化技術
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ロジェクトが計画されているが、いずれもDOEの補助金
を得て実施する予定になっているからである。微粉炭火力
と比べてまだコスト高ということで、国が援助をしないと
なかなか商業化されないというのが現状である。
将来のCO2回収・隔離まで考えた場合は、石炭ガス化を
使ったプロセスの方が微粉炭燃焼プロセスより有利であ
り、トータルコストはガス化プロセスの方が低くなるとい
うケーススタディもなされているが、現時点では回収しな
ければならない状況ではない。
その一方で、中国では欧米のガス化炉導入プロジェクト
が目白押しである。石炭資源の豊富な中国において、石炭
をガス化し、アンモニアや尿素をつくることを目的とした
ガス化炉の導入がここ数年来続いている。元々中国では小
型の固定床ガス化炉を使って石炭をガス化し、アンモニア
や尿素を製造していたが、大型化と高効率化に向けて海外
の技術を導入しているのが現状である。
一方、1990年代に世界的に実施されたIGCCの実証プロ
ジェクトがその後どうなっているかをまとめると以下のよ
うである。
・Tampa Electric, Wabash River, Nuon, ELCOGASの4ヶ所で実
証プロジェクトが実施された。
・Tampa Electric Polk 250MW IGCC Power Stationでは、現在
石炭と石油コークスをガス化し商業運転されているが、
カーボン転換率が計画より低い。これまで、ガスクーラ
ーのファウリングがあった。（Texaco→GE Energy）
・Wabash River 262MW IGCC Power Stationについては、現
在技術の保有者はConocoPhillipsとなっており、DOEの
プロジェクトが終了した2001年から石油コークス100％
の運転になっている。2003-2005年にDOEのプログラム
でMCFCの試験を実施した。高温ガスフィルターを、当
初のセラミックからメタルに変え、ガス精製について2、
3の改良を行った。（Global Energy→ConocoPhillips）
・Nuon 250MW IGCC at Buggenumについては、CO2排出を
削減するためにバイオマス（下水汚泥、木質廃棄物）を
混合してガス化している。これまで、ガスクーラーのパ
イプの漏れがあった。また、4-5％の下水汚泥を混合し
たガス化においてガスクーラーのファウリングがあっ
た。（Shell）
・ELCOGAS 300MW IGCC at Puertollanoについては、現在
石油コークスと40％灰分の石炭を50:50でガス化してい
る。初期にトラブルが多かったが現在は順調に稼動して
おり、今後はEUのプログラムで、このプラントを使っ
てCO2回収と水素製造プロジェクトが計画されている。
（Prenfro→Shell）
・総括－IGCCは現在のPCよりSOx、NOx及びばいじんを
かなり低く押さえることが出来る。それぞれの実証試験
は商用サイズでほぼ成功したと言える。稼働率85％以

上（single trainで）のIGCCはまだない。IGCCは、石油
残渣のガス化で多く使われているのが現状である。米国
DOEのプロジェクトで実施されたIGCC実証プロジェク
トのプラントは元々石炭ガス化で計画されたが、コスト
を下げるために石油コークスをガス化している。ガス化
炉そのものは化学原料を生産するために、比較的小型の
ものが世界中で稼動している。
いずれにしても大型の電力向けの石炭によるIGCCは、
まだ商業化が十分にされていない状況にある。AEP
（American Electric Power）の副社長は完全な商業化は
2010年以降であろうと語っている。遅れて開発を進めて
いるわが国にも市場参入のチャンスはまだまだあると思
われるので、今後もIGCCやIGFCの開発および実証に十
分注力していくことが重要と思われる。

3．世界各国の商業プラントの現状

3．1北米

北米では、石炭または石油コークスをガス化し商業運転
しているところが7ヶ所ある。3ヶ所が発電、3ヶ所が化学
原料製造、もう1ヶ所が代替天然ガス製造である。1990年
代にDOEのCCTプログラムで実証試験を実施した後、
Wabash RiverとPolkの2ヶ所でIGCCプラントが商業運転さ
れている(前出)。これらのプラントは元々石炭を原料とし
ていたが、コスト削減のため、現在は両プラントとも石油
コークスを主な原料としている。そのほか、Eastman
chemical社の化学製品製造プラント及びBasin Electric Great
Plainsの代替天然ガス製造プラント(最近はこのプラントか
ら発生するCO2のEORによる隔離プロジェクトが実施さ
れている)が良く知られている。

3．2欧州

最近イタリアの製油所で石油精製残渣をガス化して
IGCCや水素製造を商業化したところがあるが、石炭で代
表的なのは、オランダのNuon Buggenumとスペインの
PuertollanoのIGCCである。これらは、元々国やEUの資金
を得て実証プロジェクトとして実施されたが、現在は商業
運転されている。Nuon Buggenumの方は石炭だけではな
く、廃棄物やバイオマスが混合ガス化されているし、
Puertollanoの方は石油コークスが混合ガス化されている。
そのほかで、石炭ないし褐炭が商業規模でガス化されて
いるのはドイツである。旧東ドイツで開発され、統一され
てからは各種廃棄物、バイオマス等のガス化への適用化が
図られたGSP炉(コラム欄参照)が普及している。元々褐炭
をガス化してタウンガスを供給する目的で開発されたガス
化炉で数百トン／日比較的小型のものが普及している。
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3．3南アフリカ

南アフリカのSasol社は3ヶ所のプラントで、石炭をガス
化し燃料及び化学製品を製造している。これら3ヶ所のプ
ラントには、合計で107基のガス化炉（ルルギ炉）がある。
これは世界のガス化炉数385基(石炭以外の石油残渣、廃棄
物等のガス化炉を含む)の30％弱である(米国DOE調査
(2004))。これらのプラント全体で1日90,000トンの石炭が
処理されている。

3．4アジア・オーストラリア

中国では、1980年中頃から石炭ガス化プラントが建設さ
れはじめ、現在22基が運転され、化学製品、肥料及び燃
料が製造されている。22基のうち石炭を原料にしているの
は9基である。IGCCの計画もあったが、延び延びになって
いるようである。
日本では宇部興産(株)がアンモニア製造用のガス化プラン
トを運転している。以前は石炭が原料であったが、現在は
コストの安い石油コークスがガス化されている。また、
2003年に新日本石油㈱が、石炭ではないが石油残渣を原料
としたIGCCプラントの運転を開始した。

4．今後2010年頃までの石炭ガス化プラント
建設計画

4．1地域別

（1）北米
米国においては、大手電力会社であるAEP(American
Electric Power)社とCinergy社が2010年運転開始に向けて
IGCC建設プロジェクトを計画している。
また、カナダでは、同国で初めてLong Lake Plantのオイ
ルサンドの開発に関連して、2006年にShell炉が導入される
予定である。ガス化炉は、現在副産物として排出されてい
るアスファルトや石油コークスをガス化するのに使われ、
ガス化によって製造された水素、水蒸気あるいは電力は、
オイルサンドからの合成油の生産及びアップグレードに使
われる。他のオイルサンドプロジェクトにおいてもガス化
が検討されている。カナダにおいてオイルサンドプロジェ
クトが軌道に乗るようになれば、ガス化のマーケットが広
がっていくと思われる。
（2）欧州
イタリアとチェコで1基ずつ石炭ガス化によるIGCCが計

●GPS炉とは

GSP炉については、JCOAL Journal第2号に詳しく紹介しているが、ドイツのフライベルグ
にある燃料研究所で、もともと褐炭のガス化をするために開発された炉である。1991年に
Noell社が技術を取得し、大型化と原料多様化を進め、現在はFuture Energy 社のGSP炉とし
て知られている。炉形式は噴流層で、石炭を炉頂部からダウンフローで炉内に供給する方式
である（図1参照）。灰は溶かしてスラグにし、さらにセルフコーティングによる水冷壁方式
を採用している。1975年から3 MW（原料約15t/d）のパイロットプラントによる褐炭を中心
とした石炭ガス化試験が行われ、その結果、1982年にSchwarze Pumpeに130MW（750t/d）
の商業炉が建設された。その後この3MWのパイロット設備では、多炭種試験（42 炭種褐炭
と15炭種瀝青炭）が行われたが、1990年に5MW（25t/d）の試験炉が建設され、各種廃棄物、
油、バイオマスのガス化試験が行われている。2002年から再び石炭各種のガス化試験も実施
されている。
GSP石炭ガス化技術は多くの技術的優位性を持っており、中国にも参入している。例えば、
安徽省淮化集団と契約を結び、ここのテストプラントで安徽省の石炭のガス化試験が実施さ
れている。安徽省淮南の石炭は、灰の溶融温度がきわめて高く、フラックスを混入する試験
も計画されている。来年には淮南で2基の200MW程度のGSPガス化炉を建設し、アンモニア
合成、或いはメタノール合成に使用する計画になっているようである。また、チェコでは、
2004年に500MW、2006年に1000MWのGSPガス化プラントが建設される予定である。
さらに、他からの情報によれば、幾つかの中国企業がGSPガス化技術に対し興味を持って

おり、すでに寧夏寧東石炭化工基地がFuture Energy社と協力協定を締結し、寧夏煤炭集団
はFuture Energy社と北京に合弁会社を設立したとのことである。
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画されている。チェコの方は、現在稼動している褐炭の発
電所で新たにGSP炉を使ったIGCCが計画されている。
石炭以外では、石油精製残渣のガス化で電力と水素を製
造するポリジェネレーションプラントがイタリアとポーラ
ンドで計画されている。
（3）アジア・オーストラリア
中国で2005－2010年までに24基の石炭ガス化プラントが
計画されている（表1参照）。これらのプラントは、化学
原料、メタノールあるいは肥料製造を目的としており、
IGCCの計画はない。
インドでは2006年にOrissa製油所で石油コークスをガス
化し、電力と水素を生産する計画がある。
また、オーストラリアでは、COAL21プログラムの中で、
褐炭のガス化プロジェクトを立ち上げようとしており、ガ
ス化炉を選定中のようである。

4．2原料別

現在運転されているガス化炉の原料は約50％が石炭で
あるが、そのほとんどはSasol社のプラントによるもので
あり、地域的に見ると石油精製残渣のガス化プラントが普
及している。
2008年から2010年にかけて米国で石炭ガス化によるIGCC
が運転開始される予定であり、また中国における新たなガ
ス化炉の計画はすべて石炭を原料としており、今後はさら
に石炭を原料としたガス化が増えていくものと予測される
（表2参照）。
石油残渣や石油コークスのガス化についても、カナダに
おけるオイルサンド事業が拡大していけば、増加すること
が予測される。
また、ドイツではGSP炉で廃棄物がガス化され、電力やメ
タノール等が生産されており、今後もさらに増加すること
が予測される。

4．3製品別

製造されている製品はバラェティに富んでいるが、化学
製品が比較的多く、その他、電力、燃料、肥料等がある。
今後の伸び率が高いのは、電力である。

4．4技術別

現在運転されているガス化炉では、3種類のガス化炉が
ほとんどを占めている。すなわち、Sasol Lurgi炉(8プラン
ト)、GE Energy炉（64プラント）、Shell炉（26プラント）
で、94％を占めているのが現状である。ガス化炉の数では、
Sasol Lurgi炉が41％、GE Energy炉が34％、Shell炉が19％で
ある。
2005から2010年までの計画では、Shell炉が最も多く、次
がGE Energy炉で、Sasol Lurgi炉は全くない。そのほか、で

はGSP炉とConocoPhillips炉がある。今後のガス化炉として
選択されている技術は、すべて高温、酸素吹、噴流床タイ
プである。
2005から2010年にかけて、38基の新しいガス化炉が運転
開始する予定である。表1に示す2000年から2004年に運転
開始した18基のガス化炉（内16基は高温噴流床ガス化炉
が採用されており、主にTexaco炉(現在GE Energy炉）であ
った。
表2の2005から2010年の計画では38基の計画が示されて
いるが、その内の29基は石炭のガス化プラントである。
そのほかは、石油コークスが数件、バイオマス・廃棄物が
各1件である。製品は、主に化学製品あるいは電力である。

5．まとめ

・米国DOEの調査によれば、2004年において、ガス化プ
ラント117基が運転されており、ガス化炉は385基ある。
容量の合計は45,925MWthで、燃料は石炭49％、石油精
製残渣36％である。製品は、ケミカルズ42％、F-T36％、
発電19％である。
・2001～2004年においては、IGCCへの投資はなかった。
・今後は、アジアでは中国での肥料及び化学原料の製造、
中国あるいは日本でのIGCC、また、ヨーロッパでは、
リファイナリーのCO2対策を含む環境対策モデルケース
として、さらに北米では米国におけるIGCC、石油コー
クスからの水素及び発電、カナダにおけるタールサンド
及び石炭のガス化として、ガス化技術が普及することが
予測される。
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1 概要

豪州NSW州ハンタバレー地区のCypress Lake
Resortで10月17日から19日までの3日間開催された
「第4回LONGWALL 2005コンファレンス」に参加し
たのでその概要を報告する。
この大会はIIR（Institute for International Resarch）社が
主催するコンファレンスであり、政府機関は入って
いない。主として豪州の坑内炭鉱で採用されている
自走枠とドラムカッタを使用したLW払採炭の技術
向上を目的とした大会であり、今回で4回目となる。
参加者は主にNSW州, Q’nd州から集まっていたが、
他にも西オーストラリア州、ビクトリア州からの参
加者も少なくなかった。海外からは日本から筆者1
名、同じく中国から1名の参加があった。大会運営
はすべて、スポンサーと出席者の参加費で賄われて
いる。

2 コンファレンス日程、及び参加者数

コンファレンスは表-1に示すように平成17年10月
17日から19日までの3日間開催された。その内1日目
と2日目はプレゼンテーション形式でテーマごとの
講演が合計で18件行われ、3日目は討議形式のワー
クショップが2件実施された。参加者は1、2日目が
200名程度、ワークショップは専門家のみの50名程
度であった。また、会場横のテントではポスターセ
ッションも実施された。（写真1、2参照）

3 講演概要

1日目、2日目の講演では以下のような4つのセッ
ションが用意されていた。
第1セッション

①LONGWALL払の自動化と技術革新（2件）
豪州のLW払は自走枠、ドラムカッタの自動化が
進行しており、LW払の現状と今後の自動化に対す
る課題などが発表された。
②トップ・コール・ケービング（2件）写真1 口頭発表会場

講演 

ワーク 
ショップ 

期日 
平成 
17年 

分類 講演内容 

10月 
17日 

10月 
19日 

10月 
18日 

第1セッション 

第2セッション 

第3セッション 

第4セッション 

・坑内情報伝達、LW払自動化 
・坑内ガス監視、ガス・解析 

発表 
件数 

トップ・コールッケービング 

生産性向上 

鉱山リスク保安管理 

LW炭鉱開発 

中国の石炭事業 

炭鉱閉山処理 

コントラクト・マイニング 

教育研修関係 

LW払の自動化と 
技術革新 
 

2 

2 

2 

3 

4 

1 

1 

1 

2 

18 

2 

 

写真2 ポスターセッション会場

表-1 大会日程表

豪州でのLONGWALL 2005に参加して
&石炭エネルギーセンター 国際部

上原正文
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中国で盛んに実施されているトップ・コール・ケ
ービングが紹介され、豪州でのトップ・コール・ケ
ービングの普及計画が報告された。

第2セッション

①生産能率向上（2件）
LW払の自動化を促進することによって生産性が
あがった事例と、払跡の吊天を高圧水注入によって
処理することによって生産能率をあげた事例が発表
された。
②鉱山リスクと保安管理（3件）
坑内水で生産を阻害されている炭鉱が排水処理を
如何に克服したか、また、豪州での炭鉱災害のレビ
ューとその分析結果が発表された。また、坑内火災
が発生して閉山まで追い込まれた炭鉱の事例が報告
された。

第3セッション

①LW炭鉱開発（4件）
新規炭鉱開発と新区域でのLW導入実績が報告さ
れた。
②中国の石炭事情（1件）
中国の石炭事情と世界の石炭市場に与える影響に
ついての報告があった。

第4セッション

①炭鉱閉山処理（1件）
坑内掘炭鉱が閉山した場合の坑道密閉、立坑閉塞の
事例、坑外設備の撤去、環境対策などが発表された。
②コントラクトマイニング（1件）
効果的な契約の仕方、コントラクタの選択のノウ
ハウについての発表があった。
③教育と研修（2件）
人材育成と効果的な研修方法、研修プログラムに
いての提案が出された。

4 講演詳細

まず、セッションリーダを以下に示す。
第1セッション：Mr.Jim Middleton 

BHP Billiton Illawara Coal副代表
第2セッション：Mr.Tim Hobson    

Dartbrook（Anglo Coal）代表
第3セッション：Mr.Glen Lewis  

Xstrata Coal のNSW州U/G総責任者
第4セッション：Mr.Bob Miller     

Centennial Coal西部地区LW払操業責任者

次に発表順に講演内容を記す。
（1）Beltana（ベルタナ）炭鉱におけるLW払の自動化

10月17日9:15am－
発表者：Mr.Peter Henderson ベルタナ炭鉱施設部長
ベルタナ炭鉱はハイウォールから払片盤が設定され
ているため、払作りが簡単で敏速、その結果生産性
の高い炭鉱となっている。この採炭方法は、現地で
はパンチマイニングとも呼ばれており、年間500－
700万トンの石炭を生産している。LW払の生産能率
は豪州No1である。払面長は260m、片盤長は約3km
と長く断層はほとんど見られない。払出炭はピーク
時1日4万トン近くなることもある。昨年のLW出炭
量は595万トン、月平均約50万トンの出炭となる。
今回はLW払自動化の新システムと今後の自動化に
関する課題などが発表された。

（2）CSIROの鉱山技術、自動化技術

10月17日10:00am－
発表者：Greg Rowan CSIRO主席研究官
CSIROで実施されている坑内の最新技術について、
特に入坑者管理、LW払自動化、ブロードバンドの
通信システムなどが発表された。CSIROはベルタナ
炭鉱、DBT、JOYと共同でLW払の自動化プロジェク
トを進めている。

（3）トップ・コール・ケービングの概要および中国

からの研修

発表者：Boyun Xu Yancoal 部長
10月17日11:10am－
中国ではトップ・コール・ケービング（LTCC）が盛
んに行われているが豪州ではまだ実施されていな
い。中国エン州鉱務局は豪州に現地法人Yancoalを設
立し事業展開を図っている。今回はYancoalによるト
ップ・コール・ケービングの紹介と豪州に導入時の
研修プログラムについての報告があった。

（4）豪州でのトップ・コール・ケービング導入

発表者：Sharif Burra Yancoal 技術課長
10月17日11:40am－
Auster炭鉱はYancoalが豪州の会社から買収した炭鉱
で100% Yancoal保有の炭鉱である。この炭鉱では中国
の技術を活かして、トップ・コール・ケービングが
計画されている。今回はAuster炭鉱でのトップ・コ
ール・ケービングの導入計画、将来の出炭計画、今
後の中国企業としての戦略などの発表があった。
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（5）LW払自動化を通じての生産性の向上

発表者：David Sykes Dartbrook炭鉱長
10月17日1:30pm－
Dartbrook炭鉱はハンタバレーのマッセルブルック近
郊に位置しており、LWでの採炭を続けている。こ
の炭鉱では生産性を上げるための払自動化の投資に
踏み切り、その結果生産性が大きく向上した。今回
は、導入時におけるガイドラインの設定と、作業員
の研修状況、大きく改善された成果などについての
報告がなされた。

（6）水圧破砕を利用しての高厚砂岩層による吊天防

止、吊天崩落後の風圧対策

発表者：Lawrie Ireland   West   Wallsend炭鉱生産部長
10月17日2:10pm－
West  Wallsend炭鉱ではウォッシュアウトによって天
盤が10m以上の砂岩層の区域が存在する。払はこの
区域を通過しなければならずその度に、払の吊天対
策が問題になっていた。吊天が大きくなると払面及
び自走枠への荷重が増大し、天井の悪化、自走枠の
パンクなどの問題が出てくる。また、吊天が落ちる
時の風圧は非常に危険で、作業員が吹き飛ばされる
ことも珍しくない。それで、West Wallsend炭鉱で
は、払内に4本10mのボーリングを行い、ここから
最大250kg/cm2の水圧をかけ、吊天処理を行った。
その結果、砂岩層に亀裂が水圧によって広がり、払
跡の天井が落ち易くなった。今回は水圧破砕の方法
とその効果についての発表があった。

（7）LW払での水処理

発表者：Mr.Bob Miller Central Coal社s西部地区LW事
業部部長

10月17日2:50pm－
NSW州リスゴー近郊に位置する炭鉱は、周りを山岳
に囲まれており、坑内水の発生が多い炭鉱が多い。
毎分10トンの排水が必要なスプリングベール炭鉱と
毎分7トンの排水が必要なアンガスプレイス炭鉱に
おいて坑内水の効果的な排水処理に関する研究が行
われた。今回は二つの炭鉱で実施された排水処理成
果が紹介された。

（8）豪州での炭鉱にこによる死亡者、重傷者の減少

に向けて

発表者：Mr.Davit Cliff,  クイーンズランド大学鉱物産
業保安健康センター

10月17日4:00pm－
オーストラリアの炭鉱で発生したこれまでの炭鉱事

故、負傷実績を分析し、今後の炭鉱保安向上に向け
ての一つの提案がなされた。また、ヒューマンエラ
ー減少に向けての注意事項、頻発災害と死亡災害の
関連について考察し、重大災害の現象についての心
構えが示された。

（9）Southland炭鉱での坑内火災と災害後の取明作業

発表者：Mr.Peter Hayes, 前Southland炭鉱長
10月17日4:40pm－
2003年12月にハンタバレー地区のサウスランド炭鉱
で発生した坑内火災は死傷者は出なかったものの坑
口密閉という最悪の結果となった。本報告では火災
の発見から、消化活動、坑口密閉に至るまでの過程、
さらには、火災鎮火後の炭鉱の再開に向けて取組み
が紹介された。

（10）Dendrobium炭鉱坑内開発

発表者：Bryan Quinn   BHP Biliton Illawarra Coal、
Dendrobium炭鉱操業部長
10月18日9:10am－
NSW州ウオロンゴン地区で最近開鉱した
Dendrobium炭鉱の坑内開発についての発表が行われ
た。高出力のLW払設備の導入、それに伴う作業員
の教育及び研修の実績が紹介された。

（11）将来に向けてのUlan炭鉱No2坑内開発

発表者：Murry  Wood Ulan炭鉱操業部長
10月18日9:50am－
NSW州マッジー近郊のUlan炭鉱で計画されている
No2坑内採掘についての発表が行われた。新区域の
坑内採掘では払面長を現在の250mから400mに広げ
る計画であり、新型の高出力LW設備が導入と合わ
せて、高能率、高出炭を目指している。

（12）Mandalong 炭鉱第1区域でのLW払導入　

発表者：John Hayward   Centennial Coal, Mandalong 炭
鉱長

10月18日11:00am－
NSW州ニューキャッスルから40km南に位置する
Mandalong 炭鉱における初めてのLW払導入について
の実績報告がなされた。Mandalong 炭鉱ではこれま
で、R&Pの採炭方法しかなかったが、2002年に
Centennial Coalが州電力公社から炭鉱を買収したのを
契機に最新鋭のLW払が計画された。

（13）Wmbo炭鉱での北部区域坑内開発

発表者：Tony Sutherland   Wambo炭鉱坑内採掘部長
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10月18日11:30am－
NSW州ハンタバレー地区にあるWmbo炭鉱では露天
採掘と坑内採掘が平行して実施されているが、今後
は北部地域の坑内採掘の開発が本格化する。今回は
現在の開発計画が紹介された。現在もLW払が稼動
しているが、新区域では効率的な払レイアウト、新
型で高出力のLW払設備を導入する予定であり、現
在よりもさらに高い生産能率をめざす。

（14）中国が世界の石炭マーケットに与える影響

発表者：Paul Freeman Joy社　国際販売部長
10月18日12:00pm－
中国の石炭生産は近い将来20億トンを超え、世界の
石炭市場、エネルギー市場へこれまで以上に大きな
影響を与えることになる。今回は、中国石炭産業の
現状及び今後の技術動向について、また、今後の石
炭マーケットの予測、さらには、中国の石炭開発に
伴う環境問題、保安問題が発表された。

（15）New Wallsend No2炭鉱の閉山処理

発表者：Glen Lewis   Xstrata Coal,、NSW坑内事業部長
10月18日1:50pm－
New Wallsend No2炭鉱はNSW州ニューキャッスル市
の郊外に位置し、140年の歴史を誇る炭鉱であった
が、2002年閉山し長年の幕を閉じた。今回はXstrata
Coalが行った炭鉱閉山処理、特に、選炭場、ストッ
クパイル、事務所などの坑外設備の撤去事例、坑内
密閉、坑口密閉の状況、坑内排水処理、土壌改良状
況などが紹介された。閉山に伴う工事は環境対策を
十分配慮して実施されており、次世代へ炭鉱の被害
が及ばないよう考慮されている。また、炭鉱があっ
た地域を炭鉱が開発される前の状態に戻すように、
最大限の努力が払われている。

（16）炭鉱での請負契約の新しい展開

発表者：Peter Roberts   Walter Mining  事業部長
10月18日2:30pm－
炭鉱が操業するためには、1部作業については業者
と請負契約を結び、業者にその作業を請け負っても
らう。それは、事務所の清掃といった物ばかりでは
なく、採炭、運搬、機器メンテ、BGなど炭鉱での
重要な作業に及ぶこともある。今回は炭鉱が業者に
任せる作業内容、及び請負契約についての新たな取
り組みが報告された。請負契約を交わした業者が炭
鉱が希望した業者ではないケースもあり、契約は慎
重に実施する必要がある。的確な業者選択の手法、
さらには、人材の登録システム、設備の効果的な使

用システムなどが発表された。

（17）熟練不足を満足させる新しい研修への取組

発表者：Des Caulfield 資源・インフラ産業労働技術
協会専務理事　　　

10月18日3:30pm－
教育・訓練を実施する上での研修基準の策定、研修
の持続性のための労働者に関する最新データの必要
性、セットでの労働者研修プログラムなどが発表さ
れた。

（18）マッケイ鉱山研修センターの設立

発表者：Phil Stewart   クイーンズランド州鉱山・産業
研修支援センター理事

10月18日4:00pm－
クイーンズランド州マッカイにあるマッケイ鉱山労
働者研修センターの活動内容の紹介を中心に、炭鉱
労働者と研修のプロセス、研修の必要性、教育及び
研修の費用戦略、さらには、炭鉱で行われている教
育及び訓練の大幅な改善についての発表があった。

5 ワークショップ

以下の二つのテーマに沿って討論形式のワークシ
ョップが実施された。
（1）坑内情報伝達、LW払自動化
司会：Mr.Greg Rowan、Dr.David Hainsworth

（CSIRO研究リーダ）
10月19日9:00am－
炭鉱での情報伝達技術、自動化技術、今後の技術動
向についてのワークショップが実施された。特に
LW払の自動化技術に関する今後の方向性、及び可
能性に関する問題解決が図られた。

（2）坑内ガス監視、ガス解析
司会：Mr.David Cliff クイーンズランド大学鉱物産

業保安健康センター教授
10月19日1:30pm－
現在炭鉱の坑内で実施されているガス監視、ガス解
析、ガス評価の現状が紹介され、その後のワークシ
ョップの中で各炭鉱から出された問題の解決が図ら
れた。また、自然発火を察知するためのガスサンプ
ルの解析方法、ガス濃度を炭鉱全体で解析するソフ
トウエアなどが報告された。
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6 LW払自動化

今回の発表の中で特に注目された発表はLW払の
自動化である。LW払の自動化とは、カッターの自
動運転、自走枠の自動連続移設（抜柱、移転、立柱）、
さらには自動CV押しを意味し、以下の内容を実現
する必要がある。
・カッター位置の自動計測（SPMDS）
・払直線化の自動制御
・払PC出前調整の自動化
・レベル（天高）調整の自動化
・トラバースカット
・熱赤外線を使用してのレベル（天高）調整
・払状況モニタリング
・3Dモニタリング
①カッター位置の自動計測（SPMDS）
カッターの位置を自動認知する。カッター位置と
は枠番ではなくて、3Dの絶対座標でのポジショニン
グを意味する。ハードとしてはジャイロスコープが
必要で、これをカッターに搭載する。ソフトでは情
報解析プログラムの開発が必要。
②払直線化の自動制御
カッター位置検知（SPMDS）とカッターに搭載し
たレーザーによって実際の払面の直線状況を割り出
し、直線化になるような、CV押し、枠移設を実現さ
せる。
③払PC出前調整の自動化
自走枠払は少しでも払落口と終端で傾斜がある
と、自走枠、払PCは低い方へ滑ってくる。それで、
払落口は終端位置よりも多少進めておくことが必要
である。この調整を自動的に行う。測定にはレーザ
ーが使用される。
④レベル（天高）調整の自動化
カッター位置検知（SPMDS）を基にカットモデル
を構築、そのパターンを維持することによりレベル
（天高）調整を自動化する。
⑤トラバースカット
地表の断層を調査することによって、LW内での
断層を予測し、断層に対応したカッター切削と枠移
設を実現させる。精密な地表測量とトラバースカッ
トのための解析ソフトの開発が行われる。
⑥熱赤外線を使用してのレベル（天高）調整
熱赤外線センサーをカッターに搭載し、カメラに
より切削状況をモニターする。もちろん坑外でも見
ることができる。SPMDSとLIS（Lighting Image
Sensor）をマッチングさせたソフト開発が必要。
⑦払状況モニタリング

LW払の自走枠鉄柱の圧力、鉄柱の収縮、伸長状
況、主カッペとアーチフレームと架台の傾きなどの
データを坑外へ伝送し、LW払の地質状況をモニタ
リングし、スムーズなLW払稼動に活用する。自走
枠から発信されるデータは無線LANで坑内の中継基
地へ取込まれる。
⑧3Dモニタリング
LWの作業員のシミュレータを3Dで開発し、3D画
面を見ながらシステムを構築する。

以上がLW自動化の概要であるが、技術的には完
成の段階に近づいており、現在Beltana炭鉱で実用化
に向けての実証試験が実施されている。また、今回
のワークショップでは以下に示すLW自動化に対す
る懸念も示されている。
s自動化したことによる予期せぬ事故が心配とな
る。2次災害が発生する可能性もある。

s故障が発生した場合、連続的なダメージが起き
る。故障への対応が簡単ではない。

sLW払は自然が相手なので、最終的には人が管
理させるものであり、コンピュータでは管理で
きない。

s現状の自動化技術を取り入れてもすぐに新しい
技術が登場し、設備更新を余儀なくされる。

s作業員の作業内容が大きく変わり、自動化への
対応が速やかには行かない。また、設備導入に
際しては研修が必要、そういう時間が取れるか。

s自動化では複雑な機械が多数登場する。LW設
備はシンプルであるべきではないか。

s設備投資が非常に高いくリスクを伴う。

7 おわりに

今回、豪州第4回LONGWALL 2005コンファレンス
に参加し、LW払の最新技術、保安対策、今後の技
術動向などについて多くの情報を得ることができ
た。特に日本でも技術研究が進められていたLW払
の自動化技術が豪州の炭鉱では根付き着実に進歩し
ていることが確認できたことは大きな収穫であっ
た。今後日本を含めた世界の自動化技術が結集すれ
ば、これまで夢と考えられていたLW自走枠払無人
化の実現はそう遠くないかもしれない。ただ、自動
化に対する設備投資のリスクや、すべて機械に任せ
られるのかという疑問もあるようで、このあたりは
今後の動向が気になるところである。
最後に、今後もこのようなコンファレンスには積
極的に参加し情報収集に努めてゆきたい。
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1 はじめに

中国は世界最大の石炭生産、消費国であり、今や中国の
石炭動向が世界の石炭情勢に影響を与えるまでになってき
ている。そこで、中国の石炭動向を占う為のバックデータ
提供を目的として、資源量、生産量を中心に中国石炭の基
本情報を整理した。

2 石炭資源量と分布

中国炭田の主要形成時代は、北方では石炭紀～早二畳紀、
早ジュラ紀～中ジュラ紀、晩ジュラ紀～早白亜紀であり、
南方では晩二畳紀である。
「第三次全国煤田予測資料」によれば、深度2000ｍ内の
石炭資源総量は5.57兆トン、その中の確認保有資源量は
1.02兆トン、予測資源量は4.55兆トンとなっている。確認
保有資源量の中の、未利用精査済み埋蔵量は810億トンに
とどまっている。省別の石炭資源量を表1に示す。

しかし、中国国土資源部では、経済性を加味した新たな
埋蔵量算定基準を制定し、2002年に公表したと伝えられて
いる。この基準では「基礎埋蔵量」(現在の技術・経済条
件下で経済的に利用できる地下埋蔵量資源)、「資源量」
(経済利用性に劣る等の地下埋蔵量)、「埋蔵量」(基礎埋蔵
量から各種損失分を控除した後の経済的に採掘可能な基礎
埋蔵量)の3種に区分された。
従来の確認保有資源量1.02兆トンは、基礎埋蔵量として
3317億トン(その内、埋蔵量は1886億トン)、資源量として
6872億トンと区分されている。
現在、石炭関係機関より公表されている資源量等に関す
る記述の大半は、従来の「第三次予測」を基にしているが、
今後は新算定区分に基づく表示も出てくるものと思われ、
用語、数値等に注意を要す。本稿で用いる資源量データは、
基本的に「第三次予測」に依拠する。
石炭は、上海市を除く全ての省、自治区に広く分布して
いるが、表1に示す通り、量的に見ると均一な分布ではな
い。

中国の石炭事情 

JCOALの海外石炭情報 

図1 中国炭田炭種分布図

&石炭エネルギーセンター 国際部

村上佳弘
常　静
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資源総量5.57兆トンのうち、華北地域が50％、西北地域
が36％を占めている。しかし確認保有資源量1.02兆トンに
注目すると、華北地域が65％、西北地域が12％となる。
資源総量に占める確認保有資源量の比率は、東北地域で
30％以上、華北、華南地域で25％程度、西北地域で6％と
西北の探査が他地域に比べて遅れていることが分かる。い
ずれにしても、量的に見た場合、石炭は中国北部、西部に
多く賦存しており、これらの石炭を消費地となる東部並び
に南部沿海地区へどのように輸送するかが大きな課題であ
る。
中国の石炭分類は、炭化度(変質程度)、揮発分、粘結性
より大きく褐炭、有煙炭、無煙炭と分類され、有煙炭は更
に低変質有煙炭（長炎炭、弱粘結炭、不粘結炭等）、中変
質有煙炭(ガス炭、脂肪炭、焦炭、痩炭等)、高変質有煙炭
（貧炭等）に細分されている。このうち、中変質有煙炭は
焦炭を主とするいわゆるコークス用石炭となる。
石炭分類から見た確認保有資源量は、褐炭が1291億ト
ン、.低変質有煙炭が4321億トン、中変質有煙炭が2808億
トン(内、焦炭は683億トン)、高変質有煙炭と無煙炭の合
計が1756億トンとなっている。
コークス用炭となる中変質有煙炭は全体の28％で、焦
炭に限ってみれば7％にすぎない。また、先に述べた国土
資源部の新基準によれば、コークス用炭は、基礎埋蔵量と
して1244億トン(その内、埋蔵量は649億トン)、資源量と

して1477億トンとなっている。
灰分含有量に注目すると、含有量10%以下の石炭はおお
よそ2割、10～20％が5割弱となり、ジュラ紀炭層はほと
んど全てが低灰分炭で、第三紀、石炭二畳紀炭層は比較的
灰分が高い。
硫黄分に注目すると、1％以下の低硫黄炭が5割、硫黄
分1～2％のものが4割弱であり、低硫黄炭は白亜紀、ジュ
ラ紀炭層に多く、二畳紀炭層の多くは硫黄分の高い石炭で
ある。炭田炭種分布図を図1に示す。

3 採掘条件

中国の炭田地質条件は比較的複雑で、埋蔵深度も深い。
一般的に、華北の石炭賦存区域に比較すると華南は構造が
複雑で華南西部では褶曲が、華南東部では断層が多く発達
している。
予測資源量4.55兆トンの深度分布を見ると、1000ｍ以浅
が40.5％、1000～1500ｍが29.4％、1500～2000ｍが30.1％を
占めている。
1992年の国有重点炭鉱坑内平均採掘深度は、概略370ｍ
で、採掘最深深度は1160ｍであったが、消費地に近い華北
東部炭田の炭鉱では、採掘強度が高く、10年間で100～
250mもの速度で採掘区域が深部化しており、大部分の炭
鉱が500～1000mの深さを採掘している。このため、高水

表1 省別石炭資源量 表2 省別石炭主産量
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圧、高地温、高地圧の「三高」問題が惹起している。
露天採掘に適した石炭は、全体の7％しかなく、さらに
その7割は褐炭で、露天採掘に適した石炭の93％を内蒙古、
山西、雲南の三省(自治区)で占めると言われている。2002
年の国有重点炭鉱での露天採掘比率は7.7％で、約5500万
トンを生産するのみである。
全国の大中小1799炭鉱を選んでガスについて分析した結
果、高ガス炭鉱が27％、ガス突出炭鉱が14％となり、約4
割がガス対策の必要な炭鉱であったとの報告もある。これ
を地域的に区分すると、華北地域では3割、西北地域では
2割弱であるのに対し、華南地域の半分近く、東北地域の
7割近くの炭鉱が高ガス、突出炭鉱に位置付けられ、石炭
賦存条件が劣り資源量の少ない地域での高ガス、突出炭鉱
が多いことが分かる。

4 石炭生産

省別の石炭生産量推移を表2に示す。なお、中国石炭生
産量統計について、1996年以降の数年間のデータに疑問の
声があがっていることを考慮し、1985年より10年スパンで
作表した。
1985年に9億トン弱であった原炭生産量は、20年間で2倍に
増え、2004年は19.56億トン、2005年は21億トンに達すると
言われている。しかし生産量は各地域一様に伸びたわけで
はなく、特定地域での伸びが目立つ。中でも内蒙古と陜西
は20年間で4倍以上に増えている。いわゆる「三西地区(山
西、陜西、内蒙古西部)」での増産となるが、神華グルー
プからの生産が大きな牽引力になっている。
逆にこの間ほとんど生産量を増やすことの出来なかった

地域もある。東北三省(遼寧、吉林、黒龍江)や、河北では
古くから生産が行われ、資源量が枯渇しはじめたためと考
えて良い。
湖南を代表例とする華南地域の一部では、増産傾向から
減産傾向に転じたものもある。この地域は小規模炭鉱が多
く存在しており、中央政府による大規模な小炭鉱閉鎖政策
による結果であろう。
年間500万トン以上を生産した実績のある主要石炭企業
の生産量推移を表3に示す。最近では統合、社名変更が煩
雑に行われているが、ここでは従来の企業名を用いた。い
くつかの企業では、その生産量伸びが非常に高くなってい
る。神華グループや中煤グループに属する各企業や、山東、
安徽に立地するエン州、淮南等の企業で、ここ10年間の
伸びも2倍以上となっている。埋蔵量が豊富にある三西地
区に開発された比較的新しい石炭企業であったり、経済成
長の著しい沿海部に近接する好立地を活かして生産を拡大
している。
従来、中国の石炭生産量は、国有重点炭鉱、地方国有炭
鉱、郷鎮炭鉱の区分で示されることが多かった。生産量比
率を上記の順であらわすと、1985年は47：21：32で、1995
年は37：17：46であったものが、2004年では47：16：37
となっている。国有重点炭鉱：大型優良炭鉱、地方国有炭
鉱：中型堅実炭鉱、郷鎮炭鉱：小型粗放炭鉱というイメー
ジの中で、90年代圧倒的な数による郷鎮炭鉱にトップの座
を許していた巨艦国有重点炭鉱だったが、再び返り咲いた
と言える。
しかし中国石炭企業の資本所有形態が多様化しつつある
ことを受け、今後は従来のイメージでこの区分けデータを
読みとることは難しくなると感じる。例えば国有重点炭鉱

表3 主要石炭企業生産量推移
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に位置付けられる山西省の大同煤礦集団では、近年大同地
域の中小炭鉱を吸収合併し、統計上の生産量を大きく伸ば
している。その生産量全てをかつての国有重点炭鉱という
カテゴリーに編入することにはやや戸惑いを覚える。
また、従来の石炭企業名は地名を冠したものがほとんど
で、企業名と生産地が直結していたが、同一省内、あるい
は省を超えての統合、買収が行われるようになり、企業名
が生産地を代表しない状況になりつつある。例えば、先に
あげた大同集団の場合、同じ山西省内の軒崗礦務局を吸収
したり、河北省東部の開ラン集団が河北省西部の蔚州礦業
集団を傘下に入れる例など、その統合活動は非常に活発で
ある。

5 保安状況

過去20年間の公式データによれば、炭鉱事故による死
亡者は毎年ほぼ6千人から7千人となっていた。しかし、
数年前に、中国上層部の発言として香港等のメディアが、
「炭鉱で毎年1万人が死亡」との報道をしばしば行ってお
り、2005年11月に公表された安全生産部分の第11次五ヶ年
発展計画草案では、1995年以降の各種業界死亡者数グラフ
で、炭鉱死亡者数を示す折れ線グラフが1995年から1997年
まで1万人に届く位置に描写され、これらの報道を追認す
る形となっている。
国の機関としての煤礦安全監察局が2000年より中国各省
に設置され、地方政府と分離された独自の権限を有するよ
うになった。かつては、郷鎮炭鉱死亡災害等に関する地方
政府からの報告が十分なものではなかったが、現在では死
亡事故に対する掌握が過去に比べ格段に向上し、最近の保
安に関する公表数値は信頼に足るものと考える。
2004年の炭鉱死亡事故発生回数は3639回でこれによる死
亡者は6027人、出炭百万トン当たり死亡率は3.100、国有
重点炭鉱での同死亡率は0.954と公表されている。
一度の災害で10人以上死亡した事故発生回数は2004年は
41回で、最近10年間で最良の値となっている。41件の事故
の内、ガスに起因するものは7割を占めている。しかし、
2005年は11月末までにすでに50件を超えている。
2004年10月以降2005年2月までの間に、ガスに起因して
百人以上の死亡者が出る災害が3件発生し、内1回は死亡
214人という悲惨な事故となった。また、2005年8月には出
水で、11月には炭じん爆発で、12月にはガス爆発で、いず
れも死亡者百人を超す事故も発生している。
中国国内では次々に起きる炭鉱災害に対して非難の声が
あがっており、中央政府はこれに応えるような形で、保安
条件を満たさない炭鉱に対して安全生産許可証の発給を行
わず、結果として郷鎮炭鉱を主体とする小炭鉱の大規模な
閉鎖を加速するとともに、国有重点炭鉱を中心とする石炭
生産主力炭鉱に対しては保安施設拡充資金を注入し、更な
る大型石炭企業形成に向けた条件を整備しようとしている。

6 第11次五ヶ年発展計画

中国政府は2005年10月に2006年から2010年までの第11次
五ヶ年発展計画案を公表した。この中では、基礎産業のイ
ンフラ建設を強化するとし、エネルギー産業については、
石炭を基礎とするとうたっている。また、大型石炭生産基
地建設、中小炭鉱改造、整理、CBM開発利用、石炭生産
と発電事業を連結した運営を推進、等が挙げられている。
この他、産業全般に対して、法に基づき、旧式技術の淘汰
や、資源破壊・環境汚染・安全生産条件不備の企業を閉鎖
すると記載されている。
この全体版五ヶ年計画を受け、個別分野の発展計画草案
が公表されつつある。
安全生産部分の発展計画草案では、2010年までの炭鉱保
安目標として、百万トン当たり死亡率を2005年に比べて
25％低減させ、一度に10名以上死亡する特大事故発生件数
を20％低減させるとしている。また、期間中、国が取り
組む問題として、「国が監査し、地方が管理し、企業が責
任を持つ」炭鉱安全生産体制を確立し、監督の権威性と有
効性を高め、炭鉱に対する定期検査等を強化するとともに、
炭鉱ガス対策の展開並びに炭鉱の整理閉鎖を進め、石炭企
業の改造改組、大型石炭基地建設を促進するとしている。
石炭工業部分の発展計画も作成される予定であるが、編
成作業が遅れており、本稿執筆時にはまだ公表されていな
い。しかし、2005年6月に国務院が発表した「石炭産業の
健全な発展促進の為の国務院意見」に沿ったものとなろう。
この「意見」では、安全操業の大前提のもと、大規模石炭
生産基地の形成、大規模石炭企業、企業集団の育成を主軸
とする構成となっている。
2010年に必要となる石炭供給量は24億トンで、計画期間
中に3億トン規模の新規炭鉱建設着手が必要で、増産する
石炭の7割は「三西地区」からの生産になるとの関係者の
発言がある一方、石炭開発に向けた全体的趨勢が強まる中
で、中国国内の石炭需要拡大は今後も続くが、その速度は
鈍化し、供給過剰傾向になるとの観測もある。

中国は、大手石炭企業による炭鉱吸収や、地方政府主導
のグループ化等、様々な形態での吸収・統合等による大型
化を模索中である。今後の数年間は、無秩序な小規模炭鉱
建設の結果引き起こされる供給過剰を回避し、石炭需給バ
ランスを取りながら、中小炭鉱、条件不備炭鉱を淘汰、統
合し、安全、環境に配慮しつつ、国が認めた大規模石炭生
産基地の中で、大型の石炭企業集団形成に向かう動きを加
速するものと思われる。

本稿は「JCOAL news No.7」(1999年4月)「中国石炭事情」の一部をベースとしてリ

バイスしたものであり、使用した資料は、特に明記したもの以外は、中国の各イ

ンターネットサイト等で公表されているものを参考にした。
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｜J｜C｜O｜A｜L｜だ｜よ｜り｜

1．平成17年度伊木賞を決定し表彰

「伊木賞」は、我が国の石炭技術の進展並びに後
進の指導・育成に尽くされた、元全国炭鉱技術会会
長　伊木正二工学博士（東京大学名誉教授）の功績
を末永く顕彰し、より一層の石炭技術の向上に資す
ることを目的として、平成9年3月14日に設立され、
功績賞と奨励賞が設けられております。

平成17年度伊木賞は、伊木賞審査会において厳正
なる審査を行った結果、下記のとおり決定いたしま
した。
なお、表彰式は平成18年1月13日（金）、18時より
（財）石炭エネルギーセンター会議室において実施い
たします。

（1）功績賞1名
元空知炭礦株式会社専務取締役炭鉱長
石倉　裕三氏

（2）奨励賞2件
1）課題名：『低品位炭改質技術（UBC技術）の
共同開発事業』
重久卓夫氏（株式会社神戸製鋼所技術開発本部

石炭・エネルギープロジェクト室長）
出口哲也氏（株式会社神戸製鋼所技術開発本部

石炭・エネルギープロジェクト室次長）
牧野英一郎氏（双日株式会社エネルギー金属部門

事業開発専門部長）
Dr. M. Lobo Balia（インドネシア共和国エネルギー

鉱物資源省研究開発庁鉱物石炭技術
研究開発センター所長）

2）課題名：『高度選炭システム導入支援事業』
遠藤一氏（財団法人石炭エネルギーセンター

事業化推進部担当部長）
Mr. Tran Van Ve （ベトナム、クア・オン選炭会社

副社長）
小柳伸洋氏（財団法人石炭エネルギーセンター

事業化推進部担当部長）
葛西十四明氏（釧路コールマイン株式会社

研修グループ受入担当上席）
船木幸治氏（釧路コールマイン株式会社

研修グループ海外開発担当上席）
久保泰雄氏（永田エンジニアリング株式会社

取締役統括管理本部長）
－伊木賞委員会事務局－

2．気候変動枠組条約第11回締約国会議
（COP11）、京都議定書第一回締約国会合
（COP／MOP1）の概要と評価
［全体の概要］

1）気候変動枠組条約第11回締約国会議（COP11）、
京都議定書第一回締約国会合（COP／MOP1）は、
平成17年11月28日から12月9日まで、カナダのモ
ントリオールで開催された。我が国からは、小池
百合子環境大臣、山中 子外務大臣政務官、西村
六善外務省地球環境大使、小島敏郎環境省地球環
境審議官他が出席した。

2）今次COP11・COP／MOP1は、京都議定書発効後
最初の締約国会合となった。締約国は、議長国カ
ナダが提唱する3つの「I」（"Implementation（実施）”、”
Improvement（改善）”、”Innovation（創造）”）を中
心に交渉し、京都議定書の「実施」と「改善」、
将来枠組み構築に向けての「創造」の全ての議題
について成果を得ることができた。特に、COP 決
定された「長期的協力のための行動の対話」は、
将来の課題につき米国や主要途上国を含む全ての
条約締約国の参加による対話プロセスについて合
意されたものである。これは我が国の基本方針で
ある「全ての国が参加する実効ある将来枠組みの
構築」に向けての道筋をつけるものとなった。

3）小池環境大臣は、①閣僚級会合に参加し、全ての
国が参加する実効ある枠組み構築のため世界各国
の結束の呼びかけと、京都議定書目標達成計画の
着実な実施を中心に、我が国の基本ポジションを
訴えるステートメントを全体会合で行い、②サイ
ドイベントでプレゼンテーションを行い、我が国
の積極的な取組、クールビズ、ウォームビズの成
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果を紹介した。③また、カナダ、米、英、欧州委
員会、独、ニュージーランド、豪、インド、サウ
ジアラビア、エジプト等の大臣等の代表に対し、
我が国の基本ラインを確保するよう交渉を行っ
た。また、山中外務大臣政務官は、蘭、スペイン、
デンマーク、フランス、シンガポール等の代表と
別個会談を行い、情報収集を行った。

4）次回COP12・COP／MOP2（2006年11月）につい
てはケニアより開催の申し出があった。

［主な成果］

1）京都議定書の運用ルールの確立と改善
（1）マラケシュ合意を採択

1 1月 3 0 日の京都議定書第 1回締約国会
（COP/MOP1）で、京都議定書の実施に関する
「マラケシュ合意」を含む21 件の決定草案が決定
された。これらの決定には森林等の吸収源に関
する算定ルール、京都メカニズム（共同実施（JI）、
クリーン開発メカニズム（CDM）、排出量取引
（ET））に関するルール、京都議定書に基づく排
出吸収量の推計、審査等に関するルールなどが
含まれている。

（2）遵守ルールの採択
マラケシュ合意のうち、京都議定書の数値目標
に関する不遵守の措置に関する手続きや遵守委
員会に関する事項等が法的拘束力を持たない形
で、COP/MOP 決定された。

（3）各種委員会（遵守委員会・第6条監督委員会）の
設置と委員の選出遵守委員会（促進部・執行部）
が設立され、わが国から、浜中裕徳・慶応大学
教授が促進部の常任委員として選出された。共
同実施（JI）に関する第6条監督委員会が設立さ
れ、わが国から、工藤拓毅・日本エネルギー経
済研究所環境グループマネージャーが委員代理
として選出された。また、既存の技術移転に関
する専門家グループ（EGTT）では、平石尹彦
IGES理事が委員として再選された。

（4）CDM改革
CDMの更なる推進・改善に向けて、①省エネ促
進に向けた我が国主導の「CDMの将来」イニシ
アチブの推進、小規模CDMの定義の見直し、炭
素隔離・貯留のCDMなどの指針や手続きなどの
重要な方策について合意されるとともに、②審
査の迅速化などをねらいとするCDM理事会・事
務局の強化策が決定された。

2）将来の行動にかかる対話プロセスの開始等
（1）全ての国の参加による「気候変動に対応するため

の長期的協力のための行動に関する対話」の開始
（COP決定）
議長国カナダのイニシアティブと各国の協力に
より、「長期的協力に関する対話」（モントリオ
ール・アクションプラン）が成立した。具体的
には、①京都議定書未批准国の米国や削減義務
のない途上国も含めた全ての国の参加の下、②
将来の対話を行う場が設定され、③経験の交換、
戦略的アプローチの開発及び分析のための対話
を、④COPの指揮の下で先進国1名、途上国1名
の共同議長による最大4回のワークショップの開
催を行うこと、⑤対話の結果のCOP12（2006）、
COP13（2007）への報告、⑥2006 年4 月15 日まで
に各国の考えを提出して対話を開始することな
ど具体的作業手順とプロセスが合意された。な
お、この対話は将来の交渉、約束、プロセス、
枠組み、マンデートなどの予断を持たずに開催
されることとされている。

（2）京都議定書3条9に基づく検討の開始
京都議定書3条9に基づき、①その規定に則して
附属書Ⅰ国（議定書先進国及び市場経済移行国）
の更なる削減約束に関する検討の開始（2006 年5
月のSB（補助機関会合）と並行して開催される
第一回の作業部会において議論を開始）、②第一
約束期間と第二約束期間の空白を生じないよう
なタイミングで出来るだけ速やかに結論を目指
すことなどが合意された。

（3）議定書9条に基づく議定書レビューの準備手続き
（COP/MOP 議長とりまとめ）
気候変動枠組条約の見直しと連動した京都議定
書の見直しをCOP／MOP2で行うことを定めた
議定書第9条に基づく作業の準備を開始（各国は、
関連の情報と意見を2006 年9 月1日までに提出）。

（4）評価
今次の京都議定書発効後最初の歴史的会合
（COP11, COP/MOP1)において、以上の3つのプ
ロセスが同時に決定されたことにより、（1）に
よる条約プロセスと（2）、（3）による京都議定
書プロセスが同時並行で開始される。特に、（1）
の対話プロセスは、米国を含む全ての国の参加
の下で、対話の具体的テーマ、手順が定められ、
COP に2年間にわたり報告されることとなって
いる。これらの合意は、日本の基本方針である
「全ての国が参加する実効ある枠組みの構築」に
つながる重要な第一歩となりうる。

3）適応策（注）に関する5ヵ年作業計画
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（注）適応策とは、気候変動の悪影響（例：洪水、干
ばつ等）に対応するための措置のことをいう。
［個別議題の議論］

1）JI(共同実施)
JI（共同実施）に関して、第6条監督委員会が設置さ
れると共に、先行するCDMの経験を活用しつつ、
早期に詳細な実施規定を整備すること等が合意さ
れ、JI制度を立ち上げるための作業が進展した。

2）途上国支援
LDCF（後発途上国基金）に関し、GEF（世界銀
行等が管理運営する「地球環境ファシリティ」）
を通じてNAPAs（国別適応行動計画）実施に対す
る資金援助が可能となった。SCCF（特別気候変
動基金）に関しては、緩和及び経済多様化に対す
る運用基準の検討を行ったが、合意に達せず、ま
た、適応基金に関しても、特に資金の管理機関に
ついて意見が対立し、ともに継続議論となった。
技術移転に関し、SB25（第25 回補助機関会合）で
技術開発・普及・移転についてのシニアレベル円
卓協議の開催を決定した。

3）京都議定書の下の基金
適応基金の管理・運用に関して、GEFの（地球環
境ファシリティ）の信託基金とすべきと主張する
EUをはじめとする先進国に対し、途上国はGEF
以外の機関の可能性を残すべきであると主張し
た。最終的には管理機関に関する言及を避け、今
後議論を続けるために各国から意見提出を募るこ
とになった。

4）研究及び組織的観測
全球気候変動観測システムに関する報告ガイドラ
インの改訂に合意し、GCOS（全球気候観測シス
テム）実施計画の更なる推進と各国・地域・機関
による活動の歓迎、包括的進捗報告書の作成、
GEO(地球観測に関する政府間会合)とGCOS の実
施計画の調整、海洋気候観測の強化、データ交換
の改善、観測能力開発の必要性等を確認する結論
が採択され、また、SBSTA22（第22 回補助機関会
合）で勧告された「条約に対応する研究ニーズ」
に関する決定案がCOP で採択された。

5）吸収源関連
議定書関連では、吸収量目録の品質が著しく劣る
場合に吸収量の目標達成への算入を差し止めるた
めの基準について議論がなされ、排出源分野の基
準の考え方に準拠し、かつ吸収源分野のこれまで
の合意と整合した形で各国の意見を反映した基準
が決定した。条約関連では、吸収源分野の共通報

告様式について、技術的な修正を加えた改訂版が
合意され、2007 年4月以降に提出する付属書Ⅰ国
の目録から適用されることが決定した。伐採木材
製品の取扱については2006 年改訂IPCC ガイドラ
インの策定を踏まえつつ、今後SBSTA24,25（第24
回、25 回補助機関会合）において、検討を継続す
ることとなった。また、パプアニューギニア他か
ら提案されていた、開発途上国における森林減少
による排出削減については、その重要性について
認識が一致し、まずは2006 年3月末までに各国等
が条約事務局に意見を提出した上で、SBSTA24 で
検討を開始し、SBSTA25 の前にワークショップを
開催、SBSTA27（第27 回補助機関会合）において
検討結果を報告することとされた。

6）国際航空・海運からの排出に関する方法論
－日本政府代表団－

3．「2004年の世界石炭市場」の概要
(Coal Information 2005)

2004年の石炭総生産量は、ここ10年間の平均伸び率
2.2%をはるかに超え、7.5%の増加となっている。ハー
ドコール生産量は9.4%、すなわち、3億9,800万トン増の
46億2,920万トンで、1974年のIEA創設以来最大の伸び
となった。ハードコール生産量の伸びがこれまで最
大であったのは、2003年の8.4%であった。褐炭生産量
は1.6%（1,440万トン）減ったが、依然、最低を記録し
た1999年より2.5%上回る8億7,890万トンであった。

表3.1 Major Hard Coal Producers（Mt）

表3.2 Major Brown Coal Producers(Mt)
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石炭の確認埋蔵量データから、現在の生産レベル
で利用できる石炭は165年分近く存在することにな
る。しかし、ごく最近の石炭の確認埋蔵量調査によ
れば、埋蔵ベースは縮小している。縮小が最も大き
いのは、西欧と中欧であり、そこでは、大規模な採
掘により、石炭の枯渇が生じている。しかし、この
ような石炭埋蔵量の減少は、世界市場で高い競争力
を維持しているいくつかの世界的石炭供給国におい
ても報告されている。
2004年の石炭総需要は、それぞれ3.9%および7.5%増
加した2002年と2003年に続き、3億1,220万トン（8.5%）
の増加となった。炭種別では、ハードコール需要が
9.3%増加し、一般炭需要は3億4,510万トン（9.3%）、原
料炭は4,950万トン（9.5%）の増加となった。
2004年、世界のハードコール貿易は急激に伸びた。
ハードコールの世界全体の輸出量は、7億2,210万トン
から7億5,500万トンへと3,290万トン増えた。伸びの
大半は、5億1,600万トンから5億4,070万トンへと4.8%
増加した一般炭によるものである。原料炭輸出量は
3.9%伸び、2億610万トンから2億1,430万トンとなった。

表3.3 World Hard Coal Trade（Mt）

ハードコールの総輸入量は、7億870万トンから7億
5,430万トンへと、6.4%（4,560万トン）の増加となっ
た。一般炭が3.9%、原料炭が10.5%の増加となり、一
般炭と原料炭共に伸びている。
2004年、一般炭の平均CIF価格は、日本（47.4%増）
および欧州連合15ヶ国（48.2%増）において驚異的に
上昇した。オーストラリア、インドネシア、コロン
ビア、および南アフリカの一般炭の平均FOB価格は、
2004年に40～70%上昇した。同様に、米国の一般炭の
平均FAS価格は46%近く上昇した。
石炭関連のCO2排出量については、2002年には、石
炭は石油に次ぐ、そして天然ガスを凌ぐCO2排出源
となっている。1990年代初め、すでに石炭関連CO2排
出量の大部分を占めていたNon-OECD諸国では、一
層急速に増加している。一方、OECD諸国では、発
電分野を除くと、産業分野等での石炭関連のCO2排
出量は急激に低下している。

―IEA Coal Information 2005―

表3.4 Major Hard Coal Importers（Mt）

表3.5 Major Hard Coal Exporters（Mt）

4．「石炭情報システム（JCIS）」
データ更新のお知らせ

JCOALホームページで公開しております「石炭情
報システム（JCIS）」は、皆様から大変好評を頂いて
おります。
このたび、データを更新すると同時に、表やグラ
フのビジュアルイメージを改善し、より見やすく、
使いやすいデータベースに改訂致しましたので、お
知らせ致します。
詳細については、JCOALホームページをご覧下さ
い。



JCOAL Journal Vol.3（平成18年1月発行）
発行所：（財）石炭エネルギーセンター

〒108-0073 東京都港区三田三丁目14番10号 明治安田生命三田ビル9階
TEL：03-6400-5191（総務部）6400-5193（企画調整部）6400-5196（資源開発部）、

03-6400-5198（技術開発部）6400-5197（事業化推進部）6400-5194（国際部）
FAX：03-6400-5206/5207 E-Mail：jcoal-info@jcoal.or.jp

URL：http://www.jcoal.or.jp

「JCOAL Journal」は石炭分野の技術革新を目指す（財）石炭エネルギーセンターが発行する情報誌です。
［禁無断転載］

最寄りの交通機関：JR田町駅西口より徒歩6分、都営三田線・浅草線A1出口より徒歩5分



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile ()
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Japan Web Coated \050Ad\051)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /OK
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 150
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
    /JPN <FEFF4e00822c68216b637528>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [400 400]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice




